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．関連す 計 や他部局の施策等に関す 整理 
包括的 タ プ ン 立地適正化計 作成 共交通施策 商業施策

宅施策 療 福祉施策 農業施策 多様 連携 必要 本業務

関連 計 実施中 計 及 構想 含 や 部局 施策等 い 集 整理  

 

-  制度の理念及び 位計 の整理 

踏 え 制度 理念 計 整理 次 あ  

 

1 立地適正化計 制度 理念 

「 第 「 次 幡浜市総合計 成 「8 」  幡浜市  

」 幡浜市 創生総合戦略 成 「】 10  幡浜市  

4 幡浜都市計 域 タ プ ン 成 「8 」  愛媛県  

5 幡浜市 保 新市建設計 成 「】 」 変更 幡浜市  

6 幡浜市都市計 タ プ ン 成 「5 1「  幡浜市  

】 幡浜市景観計 成 「「 」  幡浜市  

8 幡浜港 港湾 漁港 振興ビ ョン医 成 14 」  幡浜市)  

9 幡浜市健康 計 成 「8 」  幡浜市  

10 幡浜市総合交通体系調査 成 「1 」  幡浜市  
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1 立地適 化計 制度の理念 

国 都市 後 人口 急激 減少 高齢化 背景 高齢

者や子育 世代 安心 健康 快適 生活環境 実現 政面及 経済

面 い 持 可能 都市経営 可能 大 課題 あ う 中 療 福

祉施設 商業施設や 居等 立地 高齢者 民 共交通

生活利便施設等 セ 福祉や交通 含 都市全体 構造 見

直 ンパ ト テ プ ットワ 考え 進 い 要 あ  

 

◎都市再生特別措置法等の改正 概要  

 

 

 

 

 

 

◎コンパクトシテ ＋ネットワ ク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省ｈｐより 立地適正化計画の説明会資料 成 月 日時点版  

 

◎策定プ セス 

→立地適正化計 作成 実施 当 多様 関 者 活発 議論 交わ

相互 連携 主体的 取 組 要 あ  

→ 計 策定 実施 当 協議や計 実施 連絡調整等 場

市 村都市再生協議会 設置  

都市全体 観点 居 機能や福祉 療 商業等 都市機能 立地 共交通

充実 関 包括的 タ プ ン 作成 

民間 都市機能 投資や居 効果的 誘 土俵 多極 ット

ワ 型 ンパ ト テ  
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2 第 2 次八幡浜市総合計 成 28 3 月 八幡浜市  

 

目標 次 成 「8 度～ 成 」】 度 

 

将来像 

 

施策体系 
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3 八幡浜市 ち・ひと・し と創生総合戦略 成 27 10 月 八幡浜市  

戦略 基本的 方向性 

たし 活力 たし 未来のために 

さとの 強 を生 したまち く を進めます  

市民とと に考え、市民とと に取 組 い ます  

戦略 対象期間 

成 「】 度～ 成 」1 度 

基本目標 具体的 施策 抜粋  

 地方にしごとを く 、安心し 働け うにす  

  海産物直売所 中心 交流 点 賑わい創出 

具体的 取組 水産振興賑わい創出支援 業／ 幡浜市水産振興賑わい創出支援補助金 

  人 や 組  

具体的 取組 幡浜中心地 計 基 幡浜駅前広場整備 業／ 幡

浜市温浴施設整備 業／市民会館跡地活用 等 

  企業誘致 進 

具体的 取組 企業等立地 進奨励金／ 用 進奨励金／固定資産税 課税免除 等 

 

 新しい人の流 を く  

  道 駅 幡浜 点 観 推進 

具体的 取組 幡浜 機能向 業 等 

  温浴施設 整備 

具体的 取組 幡浜市温浴施設整備 業 

  保 地 地域交流 点施設 整備 

  幡浜 ニ タ ン構想 実現 向 検討 

 

 結婚 出産 子育 の希望を え  

  保育 ビ 充実 

  老朽化 施設 統廃合 新 総合的 施設 整備 

 

 時代に合った地域を く 、安心 く しを とと に、地域と地域を連携す  

  立地適正化計 策定 

  人 や 組 医再掲) 

具体的 取組 幡浜中心地 計 基 幡浜駅前広場整備 業／ 幡

浜市温浴施設整備 業／市民会館跡地活用 等 

  地域 共交通 確保 交通弱者対策 

具体的 取組 地域 共交通 業 共交通空白地 償 送 行 対 支援

高齢者外出支援 業 等 

  活動的 85 目指 取組 

具体的 取組 各種 護予防 業／ キン 整備 業 等 
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潮騒 薫  文化 羽 人々 行 う  幡浜 

4 八幡浜都市計 区域マ タヸプラン 成 28 3 月 愛媛県  

◎目標年次 

「0 後 

◎まち く の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎まち く の方針 

中心市街地 集約型都市構造 実現 秩序あ 土地利用形成 

交流 連携 進 安心 快適 都市活動 支え 都市施設整備 

中心市街地 機能更新 再開発 業等 入並 商業地 宅地及 工業地

基盤 整備 

美 い景観 海岸 豊 森林 自然的環境 保全 前提 調和 都市整備 

災害 強い 推進 

 

◎区域マスタ プラン図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

八幡浜 大洲圏域の中 地方拠点都市の一翼を担い、四国と九 を 海 交通の

要衝 あ 地域交流のまちとし 、 和海等の恵ま た自然的環境を活 した美しい都

市空間と、安心し 暮 せ 快適 定住環境の と 、 と魚を中心とした産業と

歴史 文化の活力あ まち く を目指す  
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5 八幡浜市・保内町新市建設計 成 ７ 月変更 八幡浜市  

◎計 の期間 

 成 16 度～ 成 」1 度 

◎新市の基本理念 

う医市民 自主的参加) 

地域 良 地域 目 向 地域 活力 引 出 う 

相互信頼 協力 や 合併 効果 実感 う う 

西地域全体 目 向 う 

◎将来像 

 

 

 

 

 

 

◎新市建設の基本方針 ６ の基本方針   ◎土地利用基本構想 

 

◆四国と九 を結 まち く

 

→ 西四国の拠点都市とし

多くの人 訪 魅力

あ まちを創造し う 

◆自然を に生活す 快適

まち く  

→ 自然と暮 し 調和し

た新しい暮 し方を創造

し う 

◆安心 希望に満ちた温 ま

ち く  

→ 健康 い い

とした生活 送 ま

ちにし う 

◆新鮮 安心 自然の恵 を伝

え 食彩博物館のまち く

 

→ 産業の営 の誇 と活

力を取 戻そう 

◆と に育 育 教育のま

ち く  

→ 地域の文化や行事を大 にし、のびのびとしたまちを創造し う 

◆と に支え合う共生のまち く  

→ 地域との あいに 、安心し 暮 せ まち あ 続け う 

い  共 育  進取  

風 え 風  
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6 八幡浜市都市計 マ タヸプラン 成 25 12 月 八幡浜市  

 

計 目標 次及 計 人口 成 」】 「0「5  

    人口：「9,」00 人～「9,400 人 

◎都市の将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎拠点配置 

 ○都市中心 旧 幡浜中心部  

 ○副中心 旧保 中心部  

 ○生活中心 磯崎 日土 舌田 川 真穴 岩等 各 点集落  

◎整備方針 

都市中心 整備 

幡浜ＩＣ 幡浜 ～既存商業地 ～ 幡浜駅 連携 一体的整備 展開  

半島 点地 ワン トップ性 利便性 確保 強化 中心性 高  

都市機能 フ ッ ュ 支え 基盤 背景 建物 整備 更新 新

い魅力的空間 生 出  

副中心 整備 

保 ＩＣ 保 庁舎周辺～宮 川周辺 連携 一体的整備 展開  

広域道路環境 変化 ョン効果 活 副中心 ン 性

あ 都市的生活 ビ 点 形成  

拡大市街地 形成 行政 文化 点 史 文化性 高い旧街道市街地 連携

魅力あ ットワ 空間 形成  

保 ＩＣ 関連道路整備 あわせ 保 庁舎周辺等 地場産業機能等 立地誘

 

生活中心 整備：各 点集落 

共助 助 皆 支えあう 点 形成  

生活 ビ 地域生活交通 結節点 形成  
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7 八幡浜市景観計 成 22 3 月 八幡浜市  

 

景観計 区域の設定及び区域区分 

 

◎ 地域の概要 

地域名  置 概 要 

市街地景観形

成地域 

幡浜港 千丈川 国道

19】 号 地域 愛宕山

園 県道 幡浜保 線沿道 近隣

商業地域 含 地域  

幡浜市 中心部 行政管理施設

漁港 港湾 あ 商業業

務施設 多 高密度 市街地 形

成 い  

海 山景観保全

地域 

国道 19】 号 南西側 広 権現

山 中心 山地 山麓 部

旧 幡浜市街地 連 向灘

第一種 居地域 含 地域  

旧 幡浜市街地 旧保 川之石

地 両側 眺望 開 権現山

あ 南斜面 畑 斜面

畑 次林等 い

 

筋等景観

形成地域 

川之石 宮 喜須木地 概 国

道 19】 号 南 近隣商業地域 第

一種 居地域 準工業地域及 川之

石 学校 西 伸 海岸集落

地域  

19世紀後半 「0世紀初頭 製蝋

加工 績 海 等 発展 旧街

道沿い 史的建造物 点在

地域 国道 19】 号以南 新興市街

地 あ  

 

◎景観区域と地域区分 
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景観形成の将来像 

基本的 幡浜 海 山 市街地 集落 青石 一体性や

雰 気 強化 高 考え 景観形成 将来像 以 う 設定  

 

潮騒
し い

に蜜柑
み

の香 ・・・青い
あ

石
いし

 

 

幡浜 い景観 暮 包 青石 石積 斜面 海 浜 港 波

魚 花 果実 段畑 い 人 五感 感 い 暮 景観

承 発展 い 中 次 う テップ 形 い  

 

 

 

 

 

 

 

◎景観整備の将来像の考え方 
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◎基本理念 

暮 活動 人 愛着 誇 持 楽 景観

進  

長期的 展望 地域 個性 特徴 景観 基調 育 成長 進化 景観

 

身近 暮 や身 回 始 拡 共創 協働 景観 進

 

 

◎景観形成の基本的 作法 

区分 作法 

保全す  
ふ 生活 文化や産物 地形 植生 基本的

景観構造 保全 承  

合わせ  
建築物や工作物等 集団 美 う 隣近所 景観 協調

連 周辺景観 調和 せ  

整え  
市民 業者 各々 質 高い建造物や空間 外観や

敷地周 整え  

控え  
見苦 い 建物や わ わ い 景観 阻害 要

取 除 見え  

創 出す 
生活 文化 鏡 生 生 景観 う 新 い ン

トや魅力 加え 創 出  

演出す  
地域 映 建築物や工作物 特 効果 発揮 う 外

観や敷地周 演出  
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8 八幡浜港港湾計 ( 成 27 3 月改訂 八幡浜港港湾管理者八幡浜市) 

 

◎港湾計 の方針 目標年次 成 30 年代後半  

 人 物 交流 一層 進 市街地 活性化 貿物流機能 強化

 

 陸 交通体系 連携 海 輸送機能 強化 対応 環境 荷 減 資

フ 頭機能 強化  

 港湾 背後地域 連絡強化 臨港交通体系 充実  

 大規模地震災害時 救援活動や復旧活動 い 海 輸送 機能 十 発揮

大規模地震対策施設 強化  

 安全 安心 港空間 利用 老朽化 施設 安全性 向  

 多様 機能 調和 連携 質 高い空間 形成 港湾空間 以 う

利用  

 

◎ ニン  
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◎港湾の将来像 

整備目標－  

災害に強いみ とをめ し す  

大規模災害発生時 救援活動や復旧活動 い 海 輸送 機能 十 発揮

大規模地震対策 強化  

整備目標－  

安心・安全 み とをめ し す  

安全 安心 空間 利用 い 老朽化 施設 安全性 向

 

整備目標－  

地域の活性化の核と るみ とをめ し す。  

人 物 交流 一層 進 市街地 活性 沖新田地 港湾機能 強化

 

 

◎港湾計 図 
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9 八幡浜市健康づく 計 成 28 3 月 八幡浜市  

 

◎基本方針 

市民主体の健康 く  

市民 主役 計 市民一人 健康 大 や 要性 理解 自発

的 取 組 健康 進  

２ 健康 く 支援のための環境 く  

市民一人 健康 支援 い 行政機関 療機関 地域

学校 民間 業者 ンテ 団体 様々 関 者 連携 協力 健康

気軽 実践 環境 総合的 進  

地域性を活 した健康 く  

地域 合 既存 社会資源や ットワ 利用 地域性 活

健康 進  

元気 を増やす健康 く  

健康 疾病対策 心や体 元気 生 い や

い地域 要 病気 減 健康 元気 増や 健康

いう考え方 市民一人 健康 進  
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◎計 の期間 

成 「】 度～」1 度 「015～「019 5 間 必要 応 見直 行う  

 

◎市民 目指す暮 しと取 組 目標 
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1画 八幡浜市総合交通体系調査 成 21 3 月 八幡浜市  

 

◎道路網整備の基本方針 

道路網整備 基本方針 道路 機能 道路幅員 以 う 整理 い  

道路機能 明確 自動車交通 整序化  

市街地 地域高規格道路 セ 確保  

市 各地域 連絡性 強化 将来土地利用 適 市 幹線道路網

形成  

中心市街地 外周 相当 環状道路網 形成 通過交通 域 交通 離等

滑 自動車交通流 確保  

都市 プン 役割 担う幹線道路 修景 緑化 進 道路景観及

都市 メニテ 向 歩行者 安全性 快適性 確保  

中心市街地 幹線道路 補助 道路 い 歩車共存 歩行者優 考え方 基

本  

 

以 基本方針 基 い 市域 骨格 構成 道路 次 路線 設定  

◆ 自動車専用道路 ･･･地域高規格道路 大洲 幡浜自動車道  

◆ 幹線道路    ･･･国道 19】 号 国道 」】8 号 医主) 幡浜宇和線 医主) 幡浜港線 白浜大 線 

◆ 補助幹線道路  ･･･医一) 幡浜保 線 産業通白浜線 

◆ 道路  ･･･広瀬沖新田線 

道路等  

 

道路網配置計  
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-２ 都市再生整備計 に位置付け い 各種事業 

成 「6 度 作成 幡浜市 都市再生整備計 挙 い 業 以 示  

 

1 八幡浜中心地区 

 

八幡浜中心地区 事業位置  

面積：105ha 

区域： 浜一 目、字沖新田の全部と八幡浜、大 、向灘、 柏、江戸岡の一部 

 

 

図 -1 八幡浜中心地区 事業位置図 
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教育文化施設 中心拠点誘導施設  

種別 中心拠点誘導施設 

施設名 教育文化施設 位置 八幡浜 62 番地 1  

整備方針  

 既存商業地区に位置す 老朽化した市民会館敷地を活用し、市街地再生整備拠点と 新た

交流拠点を配置す 建造物とし の価値 高い旧図書館を移築 保存し中心部のラン マ

クとす とと に、新設郷土博物館と一体整備を図 、教育文化施設拠点とす  

位置図 地区面積 34《4 ㎡、床面積 8《《 ㎡ 博物館相当施設の新築  

 

整備イメ  

 

 

現況概略図 配置計 概略図医イメ ) 

※ 村正恒氏の設計 国指定重要文化財 日土小学校
に連 貴重 建造物 

※博物館相当施設の一 の展示物とし 旧図書館を活用 

博物館相当施設展示物 イメ

博物館相当施設外観 イメ  

教育文化施設 
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広場 八幡浜駅前広場 整備 地域生活基盤施設  

種別 地域生活基盤施設 

施設名 広場 八幡浜駅前広場  位置 八幡浜 江戸岡一 目  

整備方針 地区面積 34《《 ㎡ 

 本市の玄関口 あ ＪＲ八幡浜駅の利便性、快適性の向 を図 、来訪者への お し

を演出し、都市の魅力を高め  

位置図 A=34《《 ㎡ 

 

整備イメ  

 

八幡浜駅前広場 
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中心市街地活性化事業 展覧会開催 効果促進事業  

種別 地域創造支援事業 ⇔基幹事業：教育文化施設建設事業 <中心拠点誘導施設>  

施設名 中心市街地活性化事業 展覧会開催  位置 八幡浜 62 番地 1  

整備方針  

 教育文化施設 の展覧会等イベントに 、交流人口 大を図 本市に 博物館相当施設

存在し い 、常時展示す 展示物を保管し い 既存施設の集約化を図 、 人の偉業を

常時展示す こと 、交流人口の増加、相乗効果に 隣接す 図書館の利用者の増加 期待

、既存商業地区 八幡浜 っと 浜温浴施設との連携 ネットワ ク化 図  

位置図  

 

整備イメ  

 国指定重要文化財梅之堂 尊仏の常時展示及び八幡浜の 人 宮忠八翁、 村正恒、横

前田山、大関朝汐等 の偉業を常時展示す ことに 、市内外 多くの見学者を期待し

い 重文日土小学校の見学会を年 3 回開催し い 、年間約 1《《《 名の見学者 あ 、内半

数 県外 の見学者 あ 重文梅之堂 尊仏 年間 1《 回の 開日を設定し、1《《 名程度の

見学者 あ  

教育文化施設 

博物館相当施設展示物医イメ ) 
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教育文化施設 旧図書館 現況調査 効果促進事業  

種別 まち く 活動推進事業 ⇔基幹事業：教育文化施設建設事業 <中心拠点誘導

施設>  

施設名 教育文化施設 旧図書館  位置 八幡浜 62 番地 1  

整備方針  建造物とし の価値 高い旧図書館を移築 保存し中心部のラン マ クとす

とと に、新設郷土博物館と一体整備を図 ために、現施設及び周辺の現況に い 調査を

行う の あ  

位置図  

 

事業予定地周辺  

 

教育文化施設 

村正恒氏の設計 国指定重

要文化財 日土小学校 に連

貴重 建造物 

博物館相当施設の

一 の展示物とし

旧図書館を活用 

旧図書館 

と交流館 
っと  

八幡浜駅 

市民 ﾎﾟｰﾂ ﾝﾀｰ 

温浴施設予定地 

教育文化施設 
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カラ 舗装 照明施設等 高質空間形成施設  

種別 高質空間形成施設 

施設名 カラ 舗装 照明施設等 

ウォ キン コ ス整備事業  

位置 市道矢 町沖新田線 市道千 築港

号線 市道八幡浜千 線 

整備方針  

 中心拠点区域にウォ キン コ スを設定し、コ ス整備等を行い、健康 く 支援のため

の環境 く を進め  

位置図  

 

整備イメ  

 

●市道矢 町沖新田線 

整備延長約 7《《m 

歩道カラ 舗装 

照明施設設置 1《 基 

●市道千 築港 号線 

ウォ キン コ ス延長約 55《m 

歩道カラ 舗装 

照明施設設置 11 基 

●市道八幡浜千 線 

キン 延長約 650m 

歩道 舗装 

照明施設設置 1」 基 

照明施設の少 い区間 

街路灯医イメ ) 

カラ 舗装医イメ ) 

市道千 築港 号線 市道八幡浜千 線 

市道矢 町沖新田線 
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情報板設置 地域生活基盤施設  

種別 地域生活基盤施設 

施設名 情報板 自転車施策整備事業  位置 八幡浜市中心部周辺 

整備方針  

 県 推進す 愛媛マル ト自転車道 に協調した自転車道整備、情報案内板に加え 、ウ

ォ キン コ スや駅前広場におけ 情報案内板等の整備に 、市内回遊環境の強化を図  

位置図  

 

整備イメ  

 

ウォ キング ス

折り返し地点

ウォ キング ス

スタ ト ル地点

情報案内板等設置予定箇所
●自転車施策整備事業情報案内板： 基 

 

｢愛媛 ト自転車 
道 協調  
回 性 案 表示 

情報案内板医イメ ) 

●ウォ キン コ ス整備事業 情報案内板： 基 

目的地 距離表示 消費 等 案 表示 
 

 

情報案内板 案内表示医イメ ) 

●八幡浜駅前広場整備事業 

情報案内板： 基 

 来訪者 利便性 回 性  
 案 表示 

情報案内板医イメ ) 

市道千 築港 号線 
市道八幡浜千 線 

市道矢 町沖新田線 

八幡浜駅 
駅前広場 
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商業施設 浜温浴施設 中心拠点誘導施設  

種別 中心拠点誘導施設 

    ⇔基幹事業：緑化施設等 ウォ キン コ ス整備事業 <高質空間形成施設>  

施設名 商業施設 浜温浴施設  位置 八幡浜 浜 目  

整備方針  

 市民の健康増進、市内外 の交流人口増加に向け 、民間活力を利用した 浜温浴施設を

整備す  

位置図  

 

事業予定地周辺  

 

浜温浴施設 

と交流館 
っと  

八幡浜駅 

市民 ﾎﾟｰﾂ ﾝﾀｰ 

教育文化施設位置 

温泉掘削を検討し い 候補地  

八幡浜 I（ 

浜温浴施設 

※年間入込計数：12 万人 

八幡浜市 半 5㎞圏内： 7 万 2千人／年 

保内町 伊方 大洲 半 1《 ㎞圏内 ： 

4 万 8千人／年 

温浴施設 事業投資シ ュ ション  
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市民スポ センタ 機能向 事業 効果促進事業  

種別 地域創造支援事業 

    ⇔基幹事業：緑化施設等 ウォ キン コ ス整備事業 <高質空間形成施設>  

施設名 市民スポ センタ  位置 八幡浜 浜 目  

整備方針  

 市民スポ センタ の機能向 に 、温浴施設と一体と った交流人口 大を図  

位置図  

 

事業予定地周辺  

 

市民スポ センタ  

と交流館 
っと  

八幡浜駅 

教育文化施設位置 

八幡浜 I（ 

温浴施設予定地 

市民スポ センタ  

市民 ベル 利用 け

く、全日本級 ベルのスポ

観賞 本格的 設備を持

った施設 
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健康都市関連事業 マップ作成、講演会開催 効果促進事業  

種別 まち く 活動推進事業 

⇔基幹事業：広場医八幡浜駅前広場)整備 情報板医自転車施策事業) <地域生活基盤施設>  

施設名 健康都市関連事業 

    マップ作成、講演会開催  

位置  

整備方針  

 中心拠点区域におけ ウォ キン コ スの設定、コ ス整備等に併せ 、コ スマップの

作成、講演会活動 を展開し、健康 く 支援のための環境 く を進め  

位置図  

 

整備イメ  

 

ウォ キン マップ医イメ ) 

っと 開催フォ ラ 医住26) 

歩こう！ウォ キン 教室の うす医住25) 

市道千 築港 号線 
市道八幡浜千 線 

市道矢 町沖新田線 
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八幡浜防災倉庫整備 地域生活基盤施設  

種別 地域生活基盤施設 

施設名 八幡浜防災倉庫整備 位置 八幡浜市 柏 

整備方針  

 防災拠点 あ 八幡浜消防本部に隣接す 建設会館を活用し、防災倉庫を整備す ことに

、防災機能を高め  

位置図  

 

整備イメ  

 

 

八幡浜防災倉庫 
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2 保内地区 

 

 

 

図 -2 保内地区 事業位置図 
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センタ 施設 高次都市施設  

種別 高次都市施設 

施設名 センタ 施設 保内交流拠点施設  位置 八幡浜市保内町川之石 

整備方針  

 観光 文化拠点に、まちの賑わい 地域の活性化の中心と 交流拠点施設を整備す こと

に 、市内外 の来訪者数の増大を図  

位置図 木造２階建 A=674 ㎡ 、木造 階建 A=81 ㎡  

 

整備イメ  

 

 

 

保内交流拠点施設 

交流拠点施設 階 面図 予定  

交流拠点施設 階 面図 予定  喫茶・トイレ棟 面図 予定  
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駐車場整備 地域生活基盤施設  

種別 地域生活基盤施設 

施設名 駐車場 位置 八幡浜市保内町宮内 

整備方針  

 中心拠点誘導施設 あ 複合福祉施設、交流拠点 あ 文化会館の隣接地に駐車場を整備す

ことに 、観光 文化拠点への回遊を促し、まちの賑わい 地域の活性化を図  

位置図 A=2,17《 ㎡ ３=71 台 

 

整備イメ  

 

駐車場整備事業 

フ ルト舗装 

横断防 フェン  
イメヸ  

目隠し遮音フェン  
イメヸ  
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広場 地域生活基盤施設  

種別 地域生活基盤施設 

施設名 広場 位置 八幡浜市保内町川之石 

整備方針  

 観光文化拠点の中心と 交流拠点施設の隣接地に広場を整備す ことに 、回遊環境の

強化、お しの演出を図  

位置図 A=58《 ㎡ 

 

整備イメ  

 

広場整備事業 

 

 広場整備イメヸ  



 31

情報板設置 地域生活基盤施設  

種別 地域生活基盤施設 

施設名 情報板 位置 八幡浜市保内町宮内及び川之石 

整備方針  

 地区内に新た 情報案内板を設置す ことに 、行政 文化 観光拠点間の回遊を促し、

まちの賑わい 地域の活性化を図  

位置図 合計８基設置 行政 文化拠点： 基、観光 文化拠点： 基  

 

整備イメ  

 

情報板設置事業 

情報案内板設置イメヸ  



 32

児童福祉施設 児童センタ 中心拠点誘導施設  

種別 中心拠点誘導施設 

施設名 児童福祉施設 児童センタ  位置 八幡浜市保内町宮内 

整備方針  

 行政 文化拠点に、統合した複合福祉施設を整備す ことに 、子育 機能の強化とと

にコンパクトシテ の推進を図  

位置図 地区面積 3,225 ㎡ 床面積 45《 ㎡ 

 

整備イメ  

 

 

児童センタ  

児童センタヸ 複合福祉施設 配置図 予定  
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２．現状及び将来見通しにおけ 都市構造 の課題の分析 
 

２-  各種基礎的デ タの収集と都市の現状把握 

 

1 人口・世帯数 

 

人口 区域の推移 

1960 ＤＩＤ 人口集中地 最新 「010 ＤＩＤ 比較 人口 約 6 割 減

面積 約 1.」 倍 拡大 い 総人口 同時期 約 6 割 減 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-1 人口集中地区の区域図 196《 年、2《1《 年  

 

1960 ）I） 

「010 ）I） 

用途地域 

都市計 域 

 

資料：国土数値情報 
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人口集中地 人口密度 地 指定 目安 40 人／しa 近 い い  

 

 

 

図 ２-2 総人口お び人口集中地区の人口 人口密度の推移 

 

 

 

 

世帯数の推移 

 世帯数 近 微減傾向 独世帯 微増 あ 齢別 高齢 身世帯や

高齢夫婦世帯 割合 増加 い  

 

 
 

図 ２-3 世帯の家族類型別一般世帯数の推移 

推計値 

 人口 減少し い に わ 、人口集中地区 大し い 大した市街地 後さ

に人口 減少す と、一層 密度化を招く恐 あ  

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 

世帯数  
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図 ２-4 世帯の家族類型別構成の推移 
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図 ２-5 高齢者 65 歳以 の 構成さ 単独世帯及び夫婦の 世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 

 高齢者の の単独世帯お び夫婦の の世帯の割合 増加し い 高齢者の孤立化や、老老

介護のためケア 不十分 世帯 増加す 事態 懸念さ  
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地区別人口 高齢化の動向 

「000 「010 中心市街地 い 人口減少 高齢化 顕著 あ 一方 市街

地外縁部 人口 微増 密度化 傾向 あ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-6 メッシュ人口増減の推計 2《《《 年～2《1《 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-7 メッシュ高齢者人口増減の推計 2《《《 年～2《1《 年  

 

  人口集中地区 

2010 年  

 
 

300 人以 減少 

200 人以 減少 

100 人以 減少 

100 人未満減少 

50 人未満増加 

50 人以 増加 

100 人以 増加 

200 人以 増加 

資料：国勢調査及

び国土数値情報 

 中心市街地の人口減少に 、 療 商業等の生活サ ビスの市場性 下したと思わ

高齢者の郊外居住に 、将来自動車を運転 く ったと の生活の困難 予想さ  
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産業別人口の推移 

 

産業別就業人口 々減少 い 昭和 60 成 「「 「5 間 全体 約

「9％減少 特 第 次産業 減少割合 約 4「％ 最 大 い 業所統計 業所

数 従業者数 々減少 い  

 

6,016 5,489 5,099 4,538 4,271 3,710

6,229 6,337 5,986 5,348 4,332
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図 ２-8 産業大分類別就業者数の推移 
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図 ２-9 事業所数 従業者数の推移 

 

人口 人  

資料：国勢調査 

業
所
数 

従
業
者
数 

資料：事業所 企業統計調査、経済センサス 

 製造業を中心とした事業所の減少に伴い、就業人口 減少したことに 、消費活動の 下を

招 、地域経済や地域活力 衰退す こと 懸念さ  
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男女別 産業人口 特化傾向 全国 村 比べ 幡浜 農業 林業 漁業

電気ガ 熱供給水道業 複合サ 業 郵便局 農協等 特化 い いえ  
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図 ２-1《 男女別産業人口の傾向 成 22 年  
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資料：国勢調査 

特化係数 以 産業  

全国 比べ 特化傾向 あ  

特化係数 

＝あ 産業 対 本 全国 就業者 比率 

 全国市町村と比べ 電気ガス熱供給水道業、複合サ ビス事業といった人口集積に密接に関係

す と思わ 産業に特化し い 傾向 伺わ 、人口減少に伴う地域経済への影響 大 く

こと 懸念さ  
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2 土地利用 

土地利用の現況 

都 計 域 土地利用 大半 山林 畑 あ 山 挟 地 都

的土地利用 集中 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-11 土地利用の現況 

 

 

資料：都市計 基礎調査 

 海と山に挟ま た 地 、港を基盤とした商業都市とし コンパクトシテ を実現し た

、自動車の普及とと に都市 発展す のとこ 、厳しい地形 大 制約と っ た  
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土地利用の動向 

昭和 51 成 「1 建物用地 拡大 い 畑 他 農用地

健在 」0 余 水田 代表さ 土地利用 ッ 失わ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-12 土地利用の動向 

 

 

  人口集中地区 

2010 年  

 

1976 S51 年の土地利用 

2《《9 住21 年の土地利用 

資料：国土数値情報 
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都 計 域 約 86％ 山林 畑 あ 都 的土地利用 約 11％ 過 い 用途地

域 都 的土地利用 約 85％ 約 」8％ 宅用地 あ  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

図 ２-13 成 26 年度の土地利用の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：都市計 基礎調査 

自然的土地利用 

都 的土地利用 

 海と山に挟ま た 地の都市化 限界ま 進 、農業政策の影響 受け 水田 ほと 失わ

た 斜面地を中心に、名産の 畑 卓越し い 、高齢化に伴い斜面地農業の困難性

危惧さ い  
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開発許可の状況 

開発許 受 開発行 成 ～ 間 宅用地 件 商業用地 件

あ 約半数 用途地域 残 半数 用途地域外 開発 あ  

 

表 ２-1 開発許可に 開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

：調査実施時 完了 い  

：現在施行中 又 開発審査会 開発許 受  

資料：都市計 基礎調査 

 

 

 
図 ２-14 開発許可の状況 

資料：都市計 基礎調査 

 

 

 

 近年の人口減少傾向に わ 、 お一定の郊外開発圧力 見受け  

 都市的土地利用の 大 、供給処理施設 新た 共投資 必要と うえ、維持管理コス

トの増大 懸念さ  

■開発許 よ 開発

位置 業面積 ㎡ 業期間 主 用途 進捗状況※ 備考※

用途地域 外 都市計 域外
成 月 日 ～ 成 月 日 商業用地 a 用途地域

参考 成 月 日 ～ 成 月 日 住宅用地 a 用途地域外
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 住宅用地 a 用途地域
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 住宅用地 a 用途地域
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 住宅用地 a 用途地域外
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 住宅用地 a 用途地域
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 住宅用地 a 用途地域外
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 商業用地 a 用途地域
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 商業用地 a 用途地域
〃 成 月 日 ～ 成 月 日 商業用地 a 用途地域外

開発許 開発 成 24 度 商業用地  
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未利用地の状況 

都 未利用地 状況 用途地域 あ 畑や山林 一定程

度分 い 挙  
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100,000
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農地 その他 その他の空地
 

資料：都市計 基礎調査 

図 ２-15 農地 未利用地別面積 

 

資料：都市計 基礎調査 

図 ２-16 用途地域内の未利用地の現況 

 

㎡  

 用途地域内 畑 広く分 し い 地域経済を支え た 農業の停滞 指

摘さ い 、TPP 合意を踏まえ と 後の新た 展開 期待 環境 生ま い  
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空 家の状況 

幡浜 世帯数 増減 見 中心 街地 い 世帯 減少 目立 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-17 世帯数増減状況 2《《《 年～2《1《 年  

 

 

 

  人口集中地区 

2010 年  

 
 

50 世帯以 減少 

10 世帯以 減少 

5 世帯以 減少 

5 世帯未満減少 

5 世帯未満増加 

5 世帯以 増加 

10 世帯以 増加 

50 世帯以 増加 

資料：国勢調査及

び国土数値情報 

 空 家の増加 、人口減少に伴う地域コ ュニテ の衰退と 相まっ 、防災 、防犯 の危

険性 高ま こと 懸念さ  
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3 都市交通 

共交通の動向 

幡浜 主 共交通 鉄道 路線バ あ 鉄道 Ｒ四国 予讃本線 通

幡浜駅 駅 設置さ Ｒ 幡浜駅 日あ 運行本数 次

あ  

  特急 17 本  16 本 

  普通 松山方 到着 16 本 宇和島方 出発 11 本 

    松山方 出発 16 本 宇和島方 到着 11 本 

 路線バ 業者 路線 伊予鉄道バ 路線 伊予鉄 予バ 路線 宇和島バ

路線 運行 い  

幡浜港 四国九 間 航路 船会社 社 別府航路 往復 臼杵航路 14 往復

合計 「0 往復 毎日運航さ い 臼杵航路 土日各 便 休航  

交通不便地域 高齢者等 移動手段 確保 街地 対象地域 結ぶ

予約制 乗合 幡浜 成 「5 11 月 運行 い イ 停留

所固定式 地域 週 ～ 日各 便運行  

離島航路 び あ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-18 共交通の運行ル ト 鉄道 ス フ  

 

至 別府 臼杵 

JR 四国 

  用途地域 

 

乗合タクシ  

航路 

 民間の収益事業とし の 共交通 、人口減少に伴い成立しにくく っ い 市民の足を確

保す 地域 共交通 自治体 担うこと 期待さ お 、乗合タクシ その実践といえ  



 46

市民の交通行動の動向 

Ｒ予讃線 幡浜駅 乗降客数 成 17 以降 1 日 利用客数 減少傾向 あ

間旅客数 推移 普通旅客数 減少 定期旅客数 横 い傾向 い  

 

190,887 180,966 169,741 158,899 146,440 143,473 137,552 130,760 124,515 114,985 117,689 119,413 115,247

125,953 132,513 130,258 139,405 146,770 157,591 150,373 154,264 144,272
137,408 133,601 137,294 136,320

316,840 313,479
299,999 298,304 293,210 301,064

287,925 285,024
268,787
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図 ２-19 八幡浜駅 年間旅客乗車人数の推移 

 

 

 

 

 

資料：愛媛県統計書 

人  

人  

 定期旅客 横 い あ こと 、市域外にわた 通勤通学の交通手段とし 鉄道の需要 堅

調と 、普通旅客数 減少し お 、自 目的や業務目的 の移動 自動車に転換した

需要自体 減少した し い こと う わ  
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航路の利用状況 

幡浜港 入港船舶数 近 横 い 乗降人員総数 ェ 利用自動車 数 わ

増加傾向 示 い  
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図 ２-2《 八幡浜港 航路の利用状況の推移 
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資料：愛媛県統計書 

 入港船舶数 減少した のの、大型化した船舶に 定期航路 続的に運航さ

い ことに 、利用す 自動車台数 堅調に推移し い  
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4 経済活動 

事業所の分 状況 

業所 企業統計調査 び経済センサ 成 1」 「4 全産業

業所数増減 図 示 い  

全体 減少傾向 あ 中 幡浜中心部 減少 目立 之石地

や喜木地 減少 一方 宮 地 増加 目立 い  

商業統計 経 的 小売業 指標 推移 示 い  

小売 業所数 近 落 込 一方 売 場面積 維持 大規模店舗

新規立地 小規模小売店舗 閉店 流 う わ 商品販売額 落傾向 あ 床効

率 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-21 メッシュ事業所数増減医住13→住24) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  人口集中地区 

2010 年  

 
 

100 以 減少 

50 以 減少 

10 以 減少 

10 未満減少 

10 未満増加 

10 以 増加 

50 以 増加 

100 以 増加 

資料：経済センサス

及び国土数値情報 
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 中心市街地におけ 小売店舗の閉店と、大規模小売店舗への購買力の集中 う わ 売

場面積 横 いの中 商品販売 下落し お 、床効率 下し い  
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商業の推移及び施設の分  

卸売業 小売業 合わ 間商品販売額 々減少 い 特 成 「」 大 落

込 見 東日本大震災 影響 う わ  

 

9,149,555 8,886,569 8,782,971
8,450,128 8,556,217

5,881,726 5,607,119

4,529,672
3,966,160

3,443,049 3,379,900
3,680,500

3,852,388
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図 ２-22 年間商品販売 の推移 

 

 
図 ２-23 商業系施設の分  
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資料：商業統計 経済センサス 

資料：都市計 基礎調査、i タウン  

 卸売業 小売業と に販売 減少し お 、人口減少に伴う購買力の 下に加え 、事業所

の流出の影響 う わ  



 50

工業の推移及び施設の分  

製造品出荷額等 々減少 い 成 「」 大 落 込 見 東日本大震

災 影響 う わ 工業系土地利用 大規模 幡浜地 保 地 岸

沿い 中心 立地 い 多い  
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図 ２-24 製造品出荷 等の推移 

 

図 ２-25 工業系施設の分  

資料：工業統計 

製
造
品
出
荷
額
等

 

業
所
数 

資料：都市計 基礎調査 

 事業所 年々大 く減少した のの製造品出荷 持ち直しを見せ お 、生産性向 努力の

成果と 、近年 再び事業所数 出荷 と 下落傾向にあ  
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施設の配置 

教育系施設 用途地域内 均等 立地し い 小売 商業施設 幹線道路沿い 分 し

い  

 

図 ２-26 教育系施設の分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-27 商業施設の分  

資料：国土数値情報 

資料：ｉタウン  
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療機関 幹線道路沿線 中心 用途地域内 多数分 し 高齢者福祉施設 福祉系施

設 用途地域内 点在し い 幹線道路 やや離 た 置 あ 多い  

  

図 ２-28 療系施設の分  

 

 

図 ２-29 福祉施設 保育所、幼稚園を除く の分  

 

資料：国土数値情報 

資料：国土数値情報 

 教育施設 現状の うに居住地域に均等に配置さ い こと 望ましく、商業 療施設

自然に幹線道路沿いに立地す こと 多い 、通所型介護施設等 共交通 アクセス 都

市中心お び副中心に誘導す こと 望ま  



 53

地域資源の分  

幡浜市ホ 観光 魅力欄 掲載さ い 観光資源 用途地域 びそ

近傍 置す 次 示す  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-30 地域資源の分  

 

 

 

資料：八幡浜市役所  

おさ 牧場 

諏訪崎 

 

明治の街並  

 

八幡浜 っ  

 

 八幡浜 っとを拠点に、市内の観光資源をネットワ クに 結び け とと に、八幡浜

ち を始めとす 地域の様々 取組 へのアクセス性を高め こと 望ましい  
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5 地価 

市内 示地価 び基準地価 全体 し 下落傾向 中 あ 中心市街地 下

落率 緩和した 下 基調 い い  

副中心周辺 比べ都市中心周辺 方 下落幅 大 く推移し い 絶対額 高い中心

部 近い土地 方 下落幅 大 い 考え 土地全体 全体価格 大 く下落し

い 言え 結果 し 地価 下落 伴う税収減 懸念 拡大し い  

 

表 ２-2 八幡浜市内の 示地価及び基準地価 
人
口
集
中
地
区

用
途
地
域

用
途
地
域
外

都
市
中
心

副
中
心

年
Ｈ

年
Ｈ 価格差 変動率

中心市街地 ○ ○ ○
(H 標準地 八幡浜 八幡浜市字矢野 １番１
(H 以降 標準地 八幡浜 八幡浜市字川通１ 番３３外

, , , %

住宅地 ○ ○ ○ 標準地 八幡浜 八幡浜市 目 番 , , , %
住宅地 ○ ○ ○ 基準地 八幡浜 八幡浜市字 前１ ５ 番１ , , , %
路線商業地 ○ ○ ○ 基準地 八幡浜 八幡浜市 反田１番耕地 番１  , , , %
住宅地 ○ ○ ○ 標準地 八幡浜 八幡浜市保内 川之石１番耕地 ３ 番１ , , , %
住宅地 ○ ○ ○ 標準地 八幡浜 八幡浜市保内 川之石５番耕地 番１ , , , %
路線商業地 ○ ○ ○ 基準地 八幡浜 八幡浜市保内 宮内１番耕地３３ 番１外１筆 , , , %
住宅地 ○ 基準地 八幡浜 八幡浜市合田１１ ５番 , , , %
住宅地 ○ 基準地 八幡浜 八幡浜市保内 磯崎１ 番３ , , , %  

 

9 》.《 した指数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-31 区域別の地価の推移 

 
注 9～ 「7 タ そ い 地点 タ 対象 9 》.《 した指数 均 し 算出した

た し 中心市街地 標準地 幡浜 5-》 住「》 年以前 住「「 年以降 地点 異  

資料 地価 示 都道府県地価調査 国土交通省土地総合情報 イ ー  
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中心市街地 路線商業地 用途地域内

用途地域外 都市中心周辺 副中心周辺

 中心市街地におけ 地価の下落 主導し 固定資産税収に影響し い こと 懸念さ 、人口

密度の維持と都市機能の集中に 地価を下支え こと 望ましい  
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6 災害 

白浜地区 》9【《 年時点 人口集中地区 土砂災害警戒区域 特別警戒区域 江

戸岡地区や千 地区 》9【《 年 「《》《 年 け 拡大した人口集中地区 土砂災害警戒区

域  

松蔭地区 都市中心周辺 程度 差 あ ほ すべ 地域 千 浸水想

定区域 該当す  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-32 各種 区域と ）I） の広 ６ →２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-33 区域と人口増減分 との関係図 ２ →２  

 

資料：国土数値情報 

資料：国勢調査及び

国土数値情報 

  用途地域 

 

  用途地域 

 

 
 

300 人以 減少 

200 人以 減少 

100 人以 減少 

100 人未満減少 

50 人未満増加 

50 人以 増加 

100 人以 増加 

200 人以 増加 

 後策定さ 津波防災地域 く に関す 計 含め、災害の種類に応 た防災 減災対策

の実効性 踏まえ、居住や都市機能配置を誘導す 地域を定め こと 望ましい  
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7 財政 

幡浜市 歳入歳出規模 成 「「 年 ク い 政策 変動 大 い

人口 減少傾向 比較す 減少 方向性 明 い 歳入 地方交付税

高い割合 占 歳出 費目 変動 大 い 民生費 漸増傾向 あ  

 

7,659,540 7,878,727 7,440,423 7,032,527 7,306,761 7,400,049 7,736,097 7,720,027 7,543,939 7,651,850
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図 ２-34 八幡浜市の歳入 歳出の推移とその内訳 

 

歳入額 千  

歳出額 千  

資料：愛媛県市町振興課 

 コンパクト まち く を通 、固定資産税収等、限 た歳入を維持し、 共施設等の再

配置や適 サ ビス水準の維持に っ 歳出の効率化を図 ことに 、持続可能 都市経営

を実現す こと 必要 あ  
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２-２ 人口の将来見通しに関す 分析 

人口 将来予測 行う あた 立地適正化計画作成 手引 案 従い 地区別

自然増減 考慮したコ ホ 推計 行い将来人口 予測す 方法 採用した そ 要

領 次 あ  

 

 

 

 

 

 

封鎖系人口 し 幡浜市 対象 した社人研 国立社会保 人口問題研

究所 ５歳階級別将来推計人口 用いた たメッ ュ単 集計 同様 小地域

単 集計 行 た  

 

1 都市全体の人口動向の把握 

幡浜市全体 し 総人口 》9【《 年以降 一貫し 顕著 減少傾向 あ た年齢階

層別 高齢化率 増加 一途 た 「《4《 年 5《財近く 達す 推計さ い

そ 一方 生産年齢人口した 子育 世代 減少す 少子化 進行し い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 35 総人口、年齢層別人口の推移 
資料：1980-2010 年 国勢調査、2015 年以降 日本の地域別将来人口推計 社人研  

 

 

 

 

i.社人研 「《4《 年 5 年刻 値 表し い 生 率 子 女性比 《-4 歳性比 用

い 対象メッ ュ 男女別 5 歳階級別人口 5 年刻 計算 封鎖系人口 コン

タ 実施し 推計年次 達す 計算し メッ ュ毎 将来人口 推計  

ii.社人研 値 表し い 将来推計人口値等 基 市 村 設定し い 将来人口 コ

ン タ し i. 推計したメッ ュ単 推計結果 い 補正  
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 高度成長期以降、一貫し 総人口 減少し、少子化 高齢化 顕著 あ 2040 年に 高齢化

率 50%近くに達す と見込ま い  
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人口 将来見通し い 「《》《 年 比べ 現在 趨勢 「《【《 年 【」％減少 見込

さ い 社人研推計 幡浜市推計 対し 幡浜市 ち ひ し

創生総合戦略 け 人口ビ ョン 採用さ た ミュ ョン 45％減少 想

定し い  

 

17,478 17,539

17,141
17,067

16,755

16,273

15,849

55,757

53,622

50,271

47,410

44,206

41,264

38,370

35,502

32,794

30,055

27,388

24,850

22,438

20,141

18,010

16,049

14,253

38,370

35,282

32,489

29,925

27,637

25,631

23,975
22,615

21,619 21,045 20,948

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

18,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1980年

(S55)

1985年

(S60)

1990年

(H2)

1995年

(H7)

2000年

(H12)

2005年

(H17)

2010年

(H22)

2015年

(H27)

2020年

(H32)

2025年

(H37)

2030年

(H42)

2035年

(H47)

2040年

(H52)

2045年

(H57)

2050年

(H62)

2055年

(H67)

2060年

(H72)

世帯数 社人研 人口ビ ョン

八幡浜市人口ビ ョン シミュレーション３

社人研推計および

八幡浜市人口ビ ョン パターン１

 
資料：1980-2010 年 国勢調査、2015 年以降 日本の地域別将来人口推計 社人研  

 

図 ２- 36  将来人口の見通し 

人口 人  世帯数 世帯  

45%減少 

63%減少 

 現在の趨勢 2060 年ま に人口 63％減少す とこ 、高齢者 出歩 やすく健康 快適

生活を確保す こと、子育 世代 の若年層に 魅力的 まちにす こと 、都市全体の

構造を見直したコンパクト まち く に 、人口減少を 45％ま に抑え 努力を払うこと

重要 あ  
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人口 ラミッ 作成し 「《》《 年 【《 歳代前半 ク あ 対し 」《 年後

「《4《 年 男性 人口 ク 大 く変わ い 女性 ク 9《 歳代

わ  

 

 

     2010 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     2040 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：1980-2010 年 国勢調査、2015 年以降 日本の地域別将来人口推計 社人研  

 

図 ２- 」7 人口 ラミッ 推移 
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 高齢化の進展、特に女性の長寿命化に うに、 療 福祉等の生活サ ビス 効率的

に提供さ うにす ことと、居住者 こ の生活サ ビスを利用しやすくす こと ます

ます重要に  
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2 用途地域内の人口見通し 

 都市計画区域 スタ プラン け 用途地域内外 都市計画区域外 区分した人口 推移

次 示す 用途地域内 際立 高い人口密度 示し 都市 コンパク 収

い 分 人口推移 過去 》《 年間 減少 「《「《 年 減少 見込 い  
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人口 千人 面積 ha 人口密度 人／ha
H 現況 H 現況 H 推計 H 現況 H 現況 H 推計

行政区域全体 . . . , . . .
用途地域内 . . . . . .
用途白地地域内 . . . , . . .
都市計画区域外 . . , . . .  

資料：八幡浜都市計 区域マスタ プラン H19 年版、H28 年版  

面積 成 25 年度都市計 基礎調査 

行政区域面積 八幡浜市統計書 

図 ２- 38  用途地域内外の人口の推移 

 

人口 千人  

人口密度 人／ha  人口密度 人／ha  

    左軸           右軸         右軸  
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3 町字別の人口見通し 

社人研 将来推計 従 た 別推計 現在 趨勢 「《4《 年 ほ

人口 減少す 特 幡浜中心部 人口減少 著しい  

 

2010 年                    2040 年  

 

図 ２- 39 将来人口の見通し 小地域単位  

資料：2010 年 国勢調査、2040 年 日本の地域別将来人口推計 社人研 の手法に基 町字別

推計を行った  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在の趨勢にの 、市内各地 人口密度 減少し、道路の維持や供給処理施設の管理

必要 行政サ ビスの効率性 下す 恐 あ 特に中心市街地 の人口減少に 、生

活サ ビスの市場性 下し、サ ビスを提供す 事業の持続性 損 わ ことの懸念 大

い  
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4 人口密度の分 動向 自然増減のみ考慮  

将来時点 け 人口密度 下 見通し 行う 都市中心周辺地区 人口密度 顕著

下し 人口集中地区 目安 あ 4《 人／ha 満たす 5《《ｍメッ ュ 「《4《 年 く

副中心周辺地区 人口密度 下  

 

2010 年                    2040 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 4《  人口分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 41  5《《ｍメッシュ推計人口の増減 2《1《 年→2《4《 年  

 

 

   用途地域 

 

   用途地域 

 

 
 

5 人／ha 未満 

5 人／ha 以  

10 人／ha 以  

20 人／ha 以  

30 人／ha 以  

40 人／ha 以  

50 人／ha 以  

60 人／ha 以  

 都市中心 副中心地区 、著しい人口密度の 下 見込ま い  
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図 ２- 42  5《ｍメッシュ人口分 2《1《 年 都市中心  

 2010 H22 年時点 、都市中心地域全体に 50ｍメッシュあた 10～50 人程度の人口 集積し、白浜小学校周辺を め随所に 50 人以 のメッシ

ュ 認め  
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図 ２- 43  5《ｍメッシュ人口分 2《4《 年 都市中心  

 自然増減の を考慮した将来人口推計結果に 、2040 年時点 、都市中心地域全体に人口 減少し、商業地域 50ｍメッシュ当た 10 人以

下の人口 あ メッシュ 多く っ い 神山小学校区や千 小学校区 ほと 1～5 人のメッシュ 占め お 、人口分 散漫に っ

い と言え  
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図 ２- 44  5《ｍメッシュ推計人口の増減 2《1《 年→2《4《 年 都市中心  

 2010 年 2040 年ま の人口増減を と、都市中心地域全体 減少 明 、特に商業地域に減少の大 いメッシュ 分 し い 人口増加

を示すメッシュ 散発的に認め 、全体とし 置し い 分散化 進 こと 見 取  
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図 ２- 45  5《ｍメッシュ人口分 2《1《 年 副中心  

 副中心地域の 2010 H22 年時点 、用途地域内外にわたっ 広く

人口 分 し お 、保内庁舎周辺 10～20 人程度の 50ｍメッシュ

ほと 、集積度 都市中心に比べ 大 く い  
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図 ２- 46  5《ｍメッシュ人口分 2《4《 年 副中心  

 自然増減の を考慮した将来人口推計結果に 、2040 年時

点 、副中心地域全体に人口 減少し、ほと 1～5 人のメ

ッシュ 占め お 、人口分 散漫に っ い と言え  



 68

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 47  5《ｍメッシュ推計人口の増減 2《1《 年→2《4《 年 副中心  

 2010 年 2040 年ま の人口増減を と、副中心地域に い 都市中心

減少傾向 強く い 、減少 明 あ 人口増加を示すメッシュ 都市

中心 密度高く分 し い 、用途地域外に 分散し お 、全体とし の

分散化傾向 強いと言え  
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5 高齢者数の分 動向 自然増減のみ考慮  

高齢者人口 都市中心地区 減少し い 総人口 減少 著しいた 高齢化率

多く 地点 現況 高く 見込 い  

 

2010 年                    2040 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 48  高齢者人口分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 49 -1 高齢者人口増減 2《1《～2《4《 年  

 

 

 

 

   用途地域 

 

 

   用途地域 

 

 

  人口集中地区 

2010 年  

 

現況の高齢化率 2《1《 年  

将来の高齢化率 2《4《 年  

 都市中心地区 高齢者人口 減少す 、総人

口の減少 著しく、結果とし 高齢化率 高ま

箇所 多い  
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図 ２- 5《  5《ｍメッシュ高齢者人口分 2《1《 年 都市中心  

 65 歳以 の高齢者の人口分 を と、2010 H22 年時点 、都市中心地域全体に人口 集積し、白浜小学校周辺を め随所に 20 人以 のメッ

シュ 認め  
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図 ２- 51  5《ｍメッシュ高齢者人口分 2《4《 年 都市中心  

 自然増減の を考慮した将来人口推計結果に 、2040 年時点の都市中心地域の高齢者人口分 、全年齢の人口 減少し い ことに比べ と、

大 減少と 言え い  



 72

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 52  5《ｍメッシュ高齢者推計人口の増減 2《1《 年→2《4《 年 都市中心  

 2010 年 2040 年ま の高齢者の人口増減を と、都市中心地域全体 減少 明 あ のの、全年齢の人口減少傾向に比べ と減少の度合

い いといえ 、高齢者人口 小幅に増加し い メッシュの分 広 っ い と いえ、高齢者の人口分 の分散化 一層顕著 あ といえ  
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図 ２- 53  5《ｍメッシュ高齢化率分 2《1《 年 都市中心  

 2010 H22 年の高齢化率の分 、都市中心地域全体 、20～40％程度のメッシュ 分 し お 、白浜小学校付近 高齢化率の高いメッシュ

比較的多いこと 分  
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図 ２- 54  5《ｍメッシュ高齢化率分 2《4《 年 都市中心  

 2040 年の高齢化率の分 、都市中心地域全体 60～100％のメッシュ 分 し お 、白浜小学校付近の高さ 明 く っ い 地域全

体の高齢化 顕著 あ と言え  
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図 ２- 55 5《ｍメッシュ高齢者人口分 2《1《 年 副中心  

 副中心地域の 65 歳以 の高齢者の人口分 を と、2010 H22 年

時点 、用途地域内外にわたっ 広く分 し い 点 、全年齢の分

と大 い い  
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図 ２- 56  5《ｍメッシュ高齢者人口分 2《4《 年 副中心  

 自然増減の を考慮した将来人口推計結果に 、2040 年時点

の副中心地域の高齢者人口分 、2010 年時点と比べ 大 い

見 い  
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図 ２- 57  5《ｍメッシュ高齢者推計人口の増減 2《1《 年→2《4《 年 副中心  

 2010 年 2040 年ま の高齢者の人口増減を と、副中心地域

全体 高齢者人口 小幅に増加し い メッシュの分 広 っ

お 、高齢者の人口分 の分散化 顕著 あ といえ  
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図 ２- 58  5《ｍメッシュ高齢者率分 2《1《 年 副中心  

 2010 H22 年の高齢化率の分 、副中心地域全体

、40％以下のメッシュ 広く分 し お 、用途地域外

高齢化率の高いメッシュ 多いと言え  
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図 ２- 59  5《ｍメッシュ高齢者率分 2《4《 年 副中心  

 2040 年の高齢化率の分 、都市中心地域全体 60～

100％のメッシュ 分 し お 、特に用途地域外に高齢化率

の高いメッシュ 多く、用途地域外の高齢化 顕著 あ と言

え  
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２-  現状及び将来見通しにおけ 都市構造 の課題の分析 

 

1 人口密度 下、高齢者の分散居 に伴う問題の整理 

一般 都市 け 人口減少 人口密度 下 高齢者居 密度化 分散化

次 う 問題 生 懸念さ い  

人口密度 く 生活サ ビス 民一人あた 行政コス 増大す  

拡散した市街地 人口 減少し居 密度化す 一定 人口密度 支え

た 療 福祉 子育 支援 商業等 生活サ ビス 提供 将来困 い  

自動車利用 前提 した郊外 居 分散化 結果 年齢 重 自動車 転 く

た 代替す 移動手段 し 共交通 身近 い場合 高齢者 外出

困 社会 隔絶した言わ ひ 状態 招 やすく 高齢者 健康 快適

生活 維持 く 恐 高  

自動車 個別輸 し う す 移動距離 長く 環境 エネ

荷 高  

空 家 目 見え い形 増大し 地域 防犯 防災性 損 う恐 あ  

コミュニティ 損 わ 近隣 民 失わ 特 災害時 互 け合い 期待

く  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 6《 市町村の人口密度と行政コスト 

 

 

 

出典：都市構造の評価に

関す ン ブック 

人口密度 小さいほ 行政コス

ト 増大す 関係にあ  

八幡浜中心部 

. 千人／k ㎡  

   ↓ 

. 千人／ｋ㎡  

副中心 保内町宮内  

. 千人／k ㎡  

   ↓ 

. 千人／ｋ㎡  

注：八幡浜市の値 現在

の趨勢に 町字別推計 
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2 災害等に対する安全性 

都市中心周辺 程度 差 あ ほ すべ 地域 浸水想定区域 該当す  

土砂災害警戒区域 当た 地区 人口減少傾向 大 い 高齢者人口 増加し い 箇

所 あ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 61 区域と人口増減分 との関係図 2《1《→2《4《  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 62 区域と高齢者人口増減分 との関係図 2《1《→2《4《  

資料：国勢調査及び

国土数値情報、 

愛媛県洪水浸水

想定区域図 

資料：国勢調査及び

国土数値情報、 

愛媛県洪水浸水

想定区域図 
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図 ２- 【」 区域 5《ｍメッ ュ人口増減 「《》《→「《4《 旧 幡浜  

 2010 年 2040 年ま の人口増減に土砂災害お び千 川の浸水区域の 情報を重 と、土砂災害警戒区域と浸水想定区域に該当す

地域 人口減少 多い のの、人口 増加し い メッシュ 見受け 土砂災害特別警戒区域 居住誘導区域に含め べ い 、建築規

制 い土砂災害警戒区域や浸水想定区域 、そ け 居住を誘導す こと 適当 いと 断 い  

資料：国勢調査及び国土数値情報 

愛媛県洪水浸水想定区域図 
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図 ２- 【4 区域 5《ｍメッ ュ人口増減 「《》《→「《4《 旧保内  

 副中心地域に い 、2010 年 2040 年ま の人口増減に土砂災害

情報を重 と、土砂災害警戒区域に該当す 地域 人口減少 多い の

の、人口 増加し い メッシュ 見受け 土砂災害特別警戒区域 居住誘

導区域に含め べ い 、建築規制 い土砂災害警戒区域 、そ

け 居住を誘導す こと 適当 いと 断 い  

資料：国勢調査及び国土数値情報 
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3 公共交通の利便性、持続可能性 

ス路線沿線地域 人口密度 減少す 路線 ス 市場 大 く縮減

す 既 水準 あ サ ビス水準 さ 下し 業者 撤 恐 高

民主体 新た 共交通 行 入 支援 政策的 テコ入 必要性 高

 

 

2010 年                    2040 年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 65  現況 共交通網及び人口密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ス路線沿線地域の人口の減少 著しく、 共交通の維持確保のための対策 必要に  
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図 ２- 66  現況 共交通網及び 5《ｍメッシュ人口増減 2《1《 年→2《4《 年 旧八幡浜  

 2010 年 2040 年ま の人口増減と現況の 共交通網を対比し と、都市中心地域全体 人口の減少 明 、市民の生活サ ビス施設への

アクセスを支え 共交通の利用者の減少に通 ことに 、 共交通の維持確保 困難に 、さ に市民の移動 困難に のスパイラルに陥

恐 あ コンパクトシテ の実現に適 共交通の維持確保対策 求め  
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図 ２- 67  現況 共交通網及び 5《ｍメッシュ人口増減 2《1《 年→2《4《 年 旧保内  

 2010 年 2040 年ま の人口増減を と、副中心地域

に い ス路線沿線におけ 人口の減少傾向 明

、市民の移動に不可 の 共交通の維持確保 困難に

こと 予想さ  
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２-  都市構造評価指標の整理と全国値との比較 

コンパク 都市構造 目指すうえ 現況及び将来 都市構造 数値的 評価す 手法

整理した 都市構造 評価 関す ン ブック 成 「【 年 8 月国土交通省都市局都市計画

課 示さ い  

ン ブック 参考 幡浜市 け 都市構造評価指標 整理し 全国 均値

び地方都市圏 うち人口 》《 万人以下 規模 都市 均値 比率 求 ャ

表した 注： ン ブック 偏差値 整理手法 示さ い 全国値 関す 標

準偏差 不明 た 表さ い 均値 比率 ャ 作成

した  

■ 幡浜市 都市構造評価指標 現況値 整理 

表 ２-1 現況の都市構造評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療 福祉 商業の各生活サ ビス施設の 歩圏人口カ 率 均 く、各サ ビス

を合わせた日常生活サ ビスの 歩圏充足率 い 各サ ビスの 歩圏の人口分 少

く、 歩圏外に相対的に多数人口 分 し い ことに と思わ 共交通の 歩圏

人口カ 率 均並 あ 、各生活サ ビス施設の利用圏人口密度 いこと

、人口分 散漫 、コンパクトシテ を目指すうえ 課題 多いこと わ  

高齢者の 歩圏におけ 療機関の存在や、高齢者福祉施設の人口カ 率 全国 均並

あ 保育所の 歩圏人口カ 率 同様 あ し し、 園の分 均を下回 、

交通事故危険度 高いと言え  

空 家 その他の住宅 率 高く、対応の必要性 高いと思わ  

小売商業床効率 均 下回っ い  

全国 均 良好 要素 、歩道整備率や最寄緊急避難場所ま の 均距 、従業者一人あ

た 第 次産業売 高、市民一人あた 自動車 CO2 排出量 あ  

財政的に 歳入歳出と 均を下回 、人口減少のために縮小均衡を余儀 くさ い こ

と 推察さ  

備考

均値 均値 全国 地方都市圏 指標向上のた 望 しい施策

日常生活サービスの 歩圏充足率 ＋ ％ . .
以 の全 のサービス 交通を 歩圏 享受
地域の居住促進

生活サービス施設の 歩圏人口カバー率 療 ＋ ％ . . 療施設のサービス圏内への居住促進

生活サービス施設の 歩圏人口カバー率 福祉 ＋ ％ . . 福祉施設のサービス圏内への居住促進

生活サービス施設の 歩圏人口カバー率 商業 ＋ ％ . . 商業施設のサービス圏内への居住促進

基幹的 共交通路線の 歩圏人口カバー率 ＋ ％ . . 駅 路線バスのバス停の 歩圏への居住促進

生活サービス施設の利用圏 均人口密度 療 ＋ 人 ha . . 人口密度の高い地域 の 療施設の立地促進

生活サービス施設の利用圏 均人口密度 福祉 ＋ 人 ha . . 人口密度の高い地域 の福祉施設の立地促進

生活サービス施設の利用圏 均人口密度 商業 ＋ 人 ha . . 人口密度の高い地域 の商業施設の立地促進

共交通沿線地域の人口密度 ＋ 人 ha . . 人口密度の高い地域 の 共交通サービス実施

高齢者 歩圏 療機関 い住宅の割合 － ％ . .
ｍ以内 療機関 あ 地域の住宅立地 居住

促進

高齢者福祉施設の ㎞圏域高齢人口カバー率 ＋ ％ . .
地域包括ケアシステム の日常生活圏域内への高

齢者の居住を促進

保育所の 歩圏 ～５歳人口カバー率 ＋ ％ . . 子育 世帯の保育所 ｍ圏への居住促進

歩道整備率 ＋ ％ . . 歩道や歩行者専用道路等の歩行環境の整備 充実

高齢者 歩圏 園 い住宅の割合 － ％ . .
居住誘 区域内の 園整備 その ｍ圏内の住
宅立地促進

市民一万人あた の交通事故死亡者数 － 人 . . . . . 交通死亡事故の削減

最寄 緊急避 場所 の 均距 － m . . 緊急避 場所の設置 その近傍への居住促進

市街地荒廃化
の抑制

空 家率 － ％ . . 空 家の再活用 た 除却

業者一人当た 第 次産業売上高 ＋ 百万 . . . . 第 次産業の生産性の向上

都市全域の 売商業床面積あた の売上高
売商業床効率

＋ 万 ㎡ . . . 売売上高 床効率の向上

市民一人当た の歳出額 － 千 . .
共施設配置 収集等サービス範囲の適正化等
よ 行政経費の削減

財政力指数 ＋ － . . . . . 税収の確保 た 財政支出の削減

安定的 税収
の確保 市民一人当た 税収額 個人市民税 固定資産税 ＋ 千 . . . 税収の確保

エ

ネ

ル

ギ
ー

／

酸

素

運輸部門 省
エネ 炭素
化

市民一人当た 自動車ＣＯ₂排出量 －
ｔ C

年
. . . . .

都市機能配置 適正化及び 共交通利用促進
自動車交通量 削減

 注： 評価 方法 欄 大 い方 望 しい指標を ＋ い方 望 しい指標を － 表し い 地方都市圏 均値 得 い い指標 地方都市圏欄 全国 均値 比率を表示し い

均値 比率 欄 評価 方法 ＋－ い 均 優劣を緑 優 ～赤 劣 色分け 示し い

地
域
経

済
サ ビス産業

活性化

行
政
運
営

都市経営 効
率化

健
康

福
祉
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便性向

歩 やすい環
境 形成

安
全

安

心

市街地 安全
性 確保

単
全国

地方都市圏
万人以評価

方向

均値 比率

生
活
利
便
性

居 機能 適
誘
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図 ２- 68  八幡浜市の現況都市構造評価 
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２-  都市構造 の課題の整理 

前項 整理した現状及び将来見通し け 都市構造 課題 整理す 次

あ  

 

人口動向 見通し  

○高度成長期以降 一貫し 総人口 減少し 少子化 高齢化 顕著 あ 「《4《 年 高

齢化率 5《財近く 達す 見込 い  

○中心市街地 い 人口減少 高齢化 顕著 あ 一方 市街地外縁部 人口 微増 人口

集中地区 拡大し一層 密度化 招く恐 あ  

○就業構造 第 次産業従業者 減少 大 く 全国 均 比較し 農林漁業 ほ 電

気 ス水道業 複合サ ビス業 特化し い  

○都市中心 副中心地区 著しい人口密度 下 見込 い  

○都市中心地区 高齢者人口 減少す 総人口 減少 著しく 高齢化率 高 箇所

多い 副中心地区 高齢化率 高 特 外縁部 用途地域外 高齢化 顕著 あ  

→総人口及び高齢人口の減少に伴い、 療、福祉、商業、 共交通等の各種生活機能 市場性

の 下に 成立し く 、市民生活を支え 機能 下す 懸念 高ま  

土地利用  

○昭和 5》 年 成 「》 年 け 建物用地 拡大し い 畑そ 他 農用地 概

健在 」《 年余 水田 代表さ 土地利用 メッ ュ ほ 失わ た  

○近年 人口減少傾向 わ 一定 郊外開発 力 見受け  

→人口分 や建物立地 広く薄く広 ことに 、道路の維持管理、 下水道やご 収集

の供給処理に要す 行政経費 非効率に増大す 空 地空 家の増大に伴う防災 、防

犯 の危険性の増大の懸念 あ  

地価 動向 税収 見通し  

○全体 し 下落傾向 中 中心市街地 下落率 緩和した 下 基調 く  

○地価 下落 伴う税収減 懸念 拡大し い  

→固定資産税収の減少に 市の財政への悪影響 懸念さ  

政 動向  

○市 政規模 年 変動 あ 人口 減少傾向 比べ 減少 方向性 明

い し 民生費 漸増傾向 あ  

→人口密度 下に 社会保障費や 共施設等の維持 管理 更新費 、一人当た の行政

コスト 増大す ことに 市の財政への悪影響 懸念さ  

都市構造評価指標 全国 均 比較  

○人口分 散漫 療 福祉 商業 各生活サ ビス施設 歩圏 人口密度 く

さ 人口 少 い  

○歩道 緊急避 場所 充足度 高い 空家率 高く 対策 必要 小売商業床効率

均 下回 い  

○ 政的 歳入歳出 均 下回 人口減少 た 縮小均衡 余儀 くさ い

推察さ コンパク ち く 進 政面 持 可能性 向 必要性 高

い  

→ 療、福祉、商業等の生活サ ビス産業の衰退 、関連産業の衰退や 用機会の減少を た

し、そのこと 更 消費活動の 下を招く の悪循環 生 、地域経済や地域活力

衰退す こと 懸念さ  
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以 課題 対し 立地適正化計画制度 理念 示し い 後 ち く

い 人口減少下 あ 市民生活 都市活動や 政 営 持 性 確保さ 都市構造

目指し いく 必要 あ  

そ 踏 え 共交通 利便性 持 可能性 生活サ ビス施設 利便性 持 可能

性 高齢者 福祉 健康 災害等 対す 安全性 政 健全性 着目した課題 し

以下  

 

) 共交通 利便性 持続可能性 

ス路線沿線地域 人口 減少 著しく 共交通 維持確保 た 対策 必要  

 

) 生活サ ビス施設 利便性 持続可能性 

中心市街地 け 小売店舗 閉店 大規模小売店舗 購買力 集中 う わ

売 場面積 横 い 中 商品販売額 下落し 床効率 下し い  

 

) 高齢者 福祉 健康 

新市建設計画 け 護 充実 や 高齢者福祉 中心 した地域福祉 充実 高

齢者等 社会参加促進 置 け 業 適正 立地 い 実現す 必要

 

 

) 災害等 対す 安全性 

都市中心周辺 程度 差 あ ほ すべ 地域 浸水想定区域 該当す  

土砂災害警戒区域 当た 地区 人口減少傾向 大 い 高齢者人口 増加し い

箇所 あ  

津波災害警戒区域 未指定 津波浸水想定 踏 え 対応 必要 あ  

)財政 健全性 

新市建設計画 共施設等総合管理計画 成２ 年度～２ 年度策定 策定し

計画的 共的施設 適正配置 し 利用度 い又 休化し い 施設

い 除却 進 し 立地適正化計画 け ち く

的不動産 活用 項目 共施設 再配置や 的不動産 活用した民間機能 誘

進 あた 整合 図  
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．まち く 方針の検討 
立地適正化計画策定 際し 現状及び将来見通し け 都市構造 課題 分析結果

踏 え 長期 展望し ２ 年後 持 可能 都市 し う 姿 目指す 分析

検討し 中長期的 都市 生活 支え 可能 う ち く 理念や目標 目指

すべ 都市像 設定す 必要 さ い  

 

幡浜市 い 特 次 う 都市構造 課題 着目す 必要 あ  

従 都市中心 副中心 居 者 対し 生活利便性 確保す 定 促進 図

加え 区域外居 者 タ ン Ｕタ ン 検討し い 人 健康 暮 しやすい ち

し う す 生活サ ビス施設や福祉施設 誘 施設 歩い

利用す 可能 本市 立地条件 地理条件 活 し 高齢者 健康 維持増

進 効果的 さ 歩く 生活 しやすい う ち く 目指す 望

 

踏 え 立地適正化計画 し ち 将来像 次 う 設定す  

 

 

 

 

 

た ち く 方針 主 新市建設計画 基本理念 即し 次 う 設定す  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
歩い 暮 ち く 人口密度を維持した持続
可能 コン ク シテ 実現 

●市民 参加 計 策定 管理 運用 

→市 村都市再生協議会 け 議論や 市民意見 尊重 
 

●自然 営 都市 活性化 両立 

→土地 ポテンシャル 尊重 効率的土地利用 

→ 情報 負 ポテンシャルを直視す こ 含  
 

●市民 行政 協働 効率的 ち く  

→歩い 行け 範囲 都市機能 適正配置及び広域 アクセス性

確保 
 

●広域調整 役割分担 協調 

→ 西地域全体 調整した機能分担 

都市 用途地域内にコンパクトに収まっ い のの、特に顕著 人口の急激 減少と

高齢化、 密度化への歯 め 

中心市街地の床効率の 下に対応した、生活サ ビス施設の利便性、持続性確保 

高齢化率の高ま に対応し、福祉施設の充実とアクセス性の確保を通 た高齢者の健康

の維持 
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．目指すべ 都市の骨格構造の検討、誘導方針の検討 
立地適正化 あ 誘 区域 誘 施設 設定 立ち 関連す 計画 施策等 整

合性や すべ ち く 方向性等 見据え 都市 骨格構造 検討し 都市機能

誘 方針 検討す  
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表 -1 目指す 都市 骨格構造 検討 誘 方針 検討 

 
計画 基 く方針 現状 都市構造 課題 踏 えた考え方 立地適正化計画制度 趣 従 た考え方 

趣  

計画 記述 従 都市 骨格構

造 都市機能 誘 方針 決定す  

市街地 外延化 密度化 対し 人口

密度 け高く維持す た

限 コンパク 都市 志向す  

緩や 誘 居 都市機能 集

約 図 持 可能 コンパク ティ

す  

都
市

骨
格
構
造 

各 地

 

○ 都市中心 幡浜中心部  

○ 副中心 保内中心部  

○ 生活中心 磯崎 日土 舌田 真

穴 双岩等 各 落  

○ 都市中心 幡浜中心部  

○ 副中心 保内中心部  

用途地域内 居 約 生活

中心 除外 

○ 都市中心 幡浜中心部  

○ 副中心 保内中心部  

○ 生活中心 磯崎 舌田  

都市計 域外 立地適 計 域外

落 日土 真穴 双岩

除外 

基幹的

共交通軸

 

構造 示 都市軸 置

 

鉄道軸 

国道 197 号軸 

国道 」78 号軸 

医主) 幡浜宇和線軸  

人 積 用途地域内 現

置  

鉄道軸 

国道 197 号軸 主 用途地域内 行

既  

 

現 共交通 路線 通

落 結ぶ軸 置  

鉄道軸 航路軸 

国道 197 号軸 

国道 」78 号軸 

医主) 幡浜宇和線軸 

誘

方
針 

生活サ ビ

施設 配

置 

都市中心 副中心 生活中心 各拠点集落

施設整備 

都市中心 副中心 施設整備 都市中心 副中心 歩い 行 範

施設整備 生活中心 施設

整備 

共施設

行政施設

配置 

都市中心 副中心 生活中心 各拠点集落

施設整備 

都市中心 副中心 施設整備 都市中心 副中心 施設整備

共交通 市内各地

確保 

基幹的

共交通路線 

ＪＲ予讃本線 

記骨格構造 共交通軸 

ＪＲ予讃本線 

国道 19】 号軸 共交通軸 

ＪＲ予讃本線 四国～九 航路 

既存  

地 別人口 位計 い 位置 中心拠

点 生活中心 人口 定着  

用途地域内 周辺地 比 人口 集

積 い 地 限 人口 定着  

 

災害 危険 回避 人口

一定程度集積 い 地 い 人口

定着  
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-  都市の骨格構造の検討 

現状 人口 集積 い 幡浜中心地 及 保内地 幡浜市都市計 タ ン

従い 都市中心 及 副中心 都市計 域内 拠点集落 生活中心 位置  

広域 共交通 あ 鉄道軸 航路軸 骨格 都市中心 副中心 生活中心等 有機的 結

ぶ地域交通ネ ワ 連携  

 

 

 

 

 

 -1 幡浜市 骨格構造 

 

 

 

副中心 

都市中心 

八幡浜市域 

都市計 区域 

＝立地適正化計 区域 

生活中心 

区域外の拠点  
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-２ 誘導方針の検討 

 

立地適 計 将来像 歩い 暮 く 人口密度 維持

持 可能 コン テ 実現 く 方針 踏 え 誘 方針 次 う 設

定 以 具体的 施策 取組 幡浜市 創生総合戦略

施策 取組 示  

 

課題認識    幡浜市 人口 急激 減少 高齢化 進 持続可能

あ た 密度化 歯 を け 高齢者 健康 命を延伸

しやすい環境を整備す 必要 あ  

方針    都市 核 都市中心及び副中心 い 次 う 点的施設

整備を推進す  

 既存ス ク 有効利用や 共サ ビス 集約を 施設 

具体的 施策 取組：保育サ ビ 充実 老朽 施設 統廃合 新

総合的 施設 整備 

 土地 ポテンシャル あった効率的 持続性 あ 生活サ ビス施設 福祉

施設 

具体的 施策 取組： 人 や く 組 く 医 幡浜中心地

く 計 基 く 幡浜駅前広場整備事業 幡浜市温浴施設整備事業

市民会館跡地活用 等) 幡浜 拠点 観 推進 地域

防災 充実 

 特 高齢者 健康増進 貢献す う 歩い 行け 範囲 バス停利用圏：

ｍ す 施設 

具体的 施策 取組：温浴施設 整備 幡浜市温浴施設整備事業 保内地

地域交流拠点施設 整備 幡浜 ニ タウン構想 実現 向

検討 

方針    点的施設 市域内 び広域 アクセス利便性を確保す  

 高齢者 健康 維持 た 自動車 依存 歩い 行け 環境を確保

す  

具体的 施策 取組：活動的 8』 目指 取 組 ウ キン コ

整備事業 等  

 広域的 共交通 利便性及び地域交通ネ ワ ク 充実を  

地域 共交通 確保 交通弱者対策 

具体的 施策 取組：地域 共交通事業 共交通空白地有償遀送 遀行

対 支援 高齢者外出支援事業 等 

方針３   宅立地 都市中心 び副中心周辺 一定 範囲 誘 す  

具体的 施策 取組：定住 進 住宅情報 提供 整備 支援及

移住情報 提供 空 家 ン 創設 住宅等 補 金 等  

方針    他方 散型開発 け抑制を  
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．誘導区域の設定 
 

-  居住誘導区域の設定 

居住誘 域 人口減少 中 あ 一定 い 人口密度を維持

生活サ ビ やコ ュニテ 持 的 確保 う 居住 誘 域 あ  

居住誘 域 設定 次 効果 発生  

 

◎居住誘導区域指定の効果 

 

居住誘 域 都市全体 人口や土地利用 交通や財政 現状及 将来

見通 案 居住誘 域内外 わ 良好 居住環境 確保 地域 共投

資や 共 益施設 維持遀営 都市経営 効率的 行わ う定 い

都市計 遀用指針  

 

幡浜市 居住誘 域 現況 人口密度 際立 高く都市 コン 収

い 用途地域内 い 次 条件 満 域  

災害 危険 高い 域 い  

 － 法 等 除外 域 

法 居住誘 域 含 い 域 規定 い 域 都市計 遀用指

針 原則 居住誘 域 含 い い 域 い

居住誘 域 含 い  

従 以 該当 域 除外  

 土砂災害特別警戒 域 

 津波災害特別警戒 域 

ウ 災害危険 域 

 地 防 域 

 急傾斜地崩壊危険 域 

－ 個別 断 場合 基準 

都市計 遀用指針 い 居住 誘 適当 い 断 場合

 居住誘 域外 以 行 際 届出義 生 市 必要 勧告

あ 等 措置 講 う 法第 88 条 第 「『 条  

○開発行   

戸以 住宅 建築目的 開発行   

戸又 戸 住宅 建築目的 開発行 そ 規模 1,000 ㎡以   

住宅以外 人 居住 用 供 建築物 条例 定 建築目的

行う開発行   

○建築等行   

戸以 住宅 新築 う 場合   

人 居住 用 供 建築物 条例 定 新築 う 場

合  

建築物 改築 又 建築物 用途 変更 住宅等 場合  
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原則 居住誘 域 含 い 以 該当 域 そ

示 う 断  

 土砂災害警戒 域 

急傾斜地 崩壊等 発生 場合 住民等 生命又 身体 危害 生 そ

あ 認 域 あ 特別警戒 域 う 構造規制や移転 勧告 対象

い 居住 誘 域 含  

 津波災害警戒 域 

愛媛県 い 最大 津波 Ｌ 津波 対応 津波 水想定 行 い

現状 い 津波災害警戒 域 指定 行わ い い 現時点 考慮 い 今

後 津波防災地域 く 法 基 く津波災害警戒 域等 指定手 中 危険度評価

踏 え 居住誘 域 除外 いく 検討 当面 居住誘 域内

あ 災害 あ 住民 対 周知 等 措置 検討  

ウ 水想定 域 

都市中心付近 地域 千丈川 水想定 域 該当 最大 水深

ｍ あ 建物構造や避 体制 整備 致命的 危険 回避可能 考え

水想定 域 あ 居住誘 域 除外 い

断  

 都市 水想定 域 

幡浜市 該当 い  

 調査結果等 明 災害 発生 そ あ 域 

以 他 幡浜市 高潮や 池 決壊 災害 発生 恐 あ 域 あ

用途地域内 土地 以 示 危険 大 被害 考え くい

考慮 い 災害 い 住民 対 周

知 等 措置 検討  

 

人口減少 著 い 域 い  

居住誘 域 都市 持 可能性 確保 人口密度 維持

目的 将来 人口等 見通 踏 え 適 範 設定 あ

用途地域 全域 そ 居住誘 域 適 い  

将来予測 幡浜市全体 人口 顕著 減少傾向 あ 都市中心や副中心 人口密度

減少傾向 顕著 あ 相当 絞 込 必要  

別 将来人口予測 い 「010 年 「0『0 年 人口密度 減少 著 い 千丈

川 岸側 広瀬 目 大谷口 目 目 地域 居住誘 域 含 い

考え  

居住誘 域 設定 当 市 村 主要 中心部 そ 域

く 地域 史や合併 経緯等 十 留意 定 望 い 都市計 遀用

指針 い 留意 必要 あ  

 

現 住居 立地 い い 業用地 い  

 用途地域 業地域 指定 現 業用地 利用 住居 立地 い
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い地域 居住 誘 い 断 居住誘 域 除外  

 

幡浜市景観計 山景観保全地域 い  

権現山斜面 畑 次林等 景観 保全 居住誘 域 含 い

但 第一種 第 種中高層住居専用地域 指定 い 地域 景観保全地域 あ

居住誘 域 含  

居住誘 域外 農林漁業 営 者 住宅 開発行 等 届出制度 対象外 あ

第 「』 条  

 

図 -1 ガイ ライン適用の地域区分 八幡浜市景観計  

 

域設定  

以 条件 満 用途地域 都市中心 副中心そ あ 域

居住誘 域  

臨港地 集客性 あ 施設 都市機能 立地 適 場合 あ 記 除外要

件 該当 い限 居住誘 域 含  

 

生活中心 い  

立地適 域 ＝都市計 域 内 生活中心 磯崎 舌田 い 以 域設定

結果 居住誘 域 含 い 生活中心 拠点集落 主 農林漁業 従事

市民 支えあう 拠点 あ 居住誘 域 含 い場合 農林漁業 従事

人 開発行 い 届出勧告 対象 い 矛盾 い  
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-２ 都市機能誘導区域お び誘導施設の設定 

1 都市機能誘導区域の設定 

都市機能誘 域 居住誘 域内 い 一定 誘 い機能 当該

内 い 講 支援措置 事前明示 当該 内 具体的 場所 問わ

生活サ ビス施設の誘導を図 あ 都市計 遀用指針  

都市機能誘 域 設定 次 効果 発生  

 

◎都市機能誘導区域指定の効果 

 

都市機能誘 域 各拠点地 土地利用 実態や 共交通施設 都市機能施設

共施設 配置 踏 え 歩等 移動手段 各種都市サ ビ 回逿性 地域 一

体性等 観点 検討 い 立地適 計 策定 手引  

幡浜市 い 市民 来訪者 対 魅力 再生 都市機能強

い 都市再生整備計 幡浜中心地 保内地 基本 誘 方針 掲

生活サ ビ 施設 福祉施設 拠点的施設 特 高齢者 健康増進 献 施設 等

誘 施設 市域内外 共交通 利用 や い位置 誘 観点

域 設定  

都市構造 評価 関 ン 歩圏 半 800ｍ 停誘致距

」00m 高齢者 歩圏 半 』00ｍ 採用 い 次ペ 示 う 幡浜地

及 保内地 停 」00ｍ圏 都市再生整備計 域 包括 い 都市再生

整備計 域 都市機能誘 域 採用 誘 施設 同 域内 配置

進 利用 高齢者 無理 く う  

 

 

 

 

 

○都市機能誘 域外 誘導施設 立地 際 届出 勧告制度 法第 108 条  

○都市機能誘 域 誘 施設 立地 進 様々 特例措置 税制措置 特定

用途誘 地 設定 用途規制緩和 駐車場立地適 域 附置義 駐車施

設 集約 大規模 駐車場設置 届出  
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図 -2 ス停 3《《ｍ圏と都市再生整備計 区域 都市中心  

 

 

 
図 -3 ス停 3《《ｍ圏と都市再生整備計 区域 副中心  
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2 誘導施設の設定 

誘 施設 居 者 共同 福祉や利便 向 いう観 都市機能誘 域

立地 誘 都市機能増進施設 設定 あ 都市計 用指針 次 施設

例示 い  

 

 

誘 施設 都市機能誘 域内 充足 い 場合等 必要 応 誘 施設 設定 見直

望 い 誘 施設 都市機能誘 域外 転出 う恐 あ 場合

必要 応 誘 施設 定 考え 都市計 用指針  

 

療施設 い 幡浜市 計 域 端 市立 幡浜総合病院 立地

地域 中核病院 機能 充足 い 言え 後 高齢 進展 中 引

機能 維持 確保 求 病院 患者 20 人 入院施設 有

誘 施設 置 域内外 必要性 検討 該当

身近 般診療所 都市機能誘 域内 中 望 く い 断 誘 施

設 置 い  

高齢 中 必要性 高 施設 い 幡浜市 健康 生 い 満 高齢社

会 実現 向 地域包括 体制 充 多様 ニ 応 護サ 等 支

援 い 域外 立地 必要性 検討 断 老人福祉施設 誘 施

設 置 い 高齢 社会 護等 活動 地域包括支援 ンタ や保

健福祉 ンタ サ 付 高齢者向 宅 利用者 営者 業者 利便

散 賑わい創出効果 期 誘 施設 置  

子育 教育施設 い 幡浜市 児童福祉 少子 対策 推進 施設

約 地域 子育 支援機能 充実 通 子 生 育 や い環境 く

多様 教育 子育 支援関連施設 誘 施設 置  

客力 あ 賑わい 生 出 文 施設 商業施設 健康増進施設 含 中心

市街地 空洞 対抗 市内外 誘客 用 創出 産業振興

核 得 施設 あ 大型店 地元 業所 共 共栄 ン 商業 振

興 市民 健康 く 支援 日常 買い物 不便 感 い 高

齢者 買い物弱者 問題 対応 広域 性 確保 合わ 都

市機能誘 域内 中 望 く 誘 施設 置 幡浜市 農

産物 活用 ６次産業 地域産品 製造販売施設 地域 高齢者 社会参加 あわ

病院 診療所等 療施設 老人 サ ンタ 等 社会福祉施設 規模多

機能型居宅 護 業所 地域包括支援 ンタ 高齢 中 必要性 高 施

設 

子育 世 居 場所 決 際 重要 要素 幼稚園や保育所等 子育

支援施設 学校等 教育施設 

客力 あ 賑わい 生 出 書館 博物館等 文 施設や

等 商業施設 

行政サ 窓 機能 有 市役所支所等 行政施設 
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地場産業 展開 地域活性 施設 誘 施設 含 検討  

行政施設 関 現在 施設(支所) 生活中心 地域コ ュニ あ 誘

施設 置 い 施設(支所) 廃 場合 地域コ ュニ 活性 産業振興

観 念頭 施設 効果的 利活用 検討 いく必要 あ 共施設等総合管理計

策定 適 資産管理 行 いく  

地域 民 相互交流 目的 地域活性 地域交流 ンタ や

地 訪 観 客 観 案内や観 客 地域 民 交流 目的 観 交流 ンタ

誘 施設 置  

 

◎八幡浜市 け 誘導施設と都市機能誘導区域内 立地状況 

 誘 施設 域内 域外 備考 

療
施
設 

病院 救急告示病院  1 0 
 

患者 20人以上 入

院施設 有  

 
病院 そ 他  2 3 

社
会
福
祉
施
設 

保健福祉センタ  1 1 
 
 

地域包括支援センタ  0 1 
 
 

ビス付 高齢者向け 宅 0 1 
 
 

保育所 3 9 
 
 

教
育
・文
化
施
設 

幼稚園 2 3  

認定こ 園 0 0 市内 該当 し 

児童センタ  0 1  

博物館 美術館 0 0 市内 該当 し 

書館 2 0  

スポ センタ  1 0  

立文化施設 2 0 市民会館等 

商
業
施
設 

大規模 売店舗 11 4 
敷地面積 

1,500㎡以上 

健康増進施設 0 0 温浴施設等 

行
政
施
設 

誘 施設 し    

そ
の
他 

地域交流センタ  1 0  

観光交流センタ  0 0 市内 該当 し 

 

条件 設定 誘 域 次ペ 示  
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図 -4 誘 域 設定 都市中心  

 

居 誘 域  ：用途地域 定 い 域 土砂災害特 警戒 域 除外 幡浜市景観計 山景観保全地

域 定 い 権現山南麓 向灘地 業地域 除外 域  

都市機能誘 域：居 誘 域 う 原則 都市再生整備計 域 定 い 域 居 誘 域 除外

土砂災害特 警戒 域 抵触 部 当然 除外 大  

他 用途地域 着色省略 
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図 -5 誘 域 設定 副中心  

 

居 誘 域  ：用途地域 定 い 域 土砂災害

特 警戒 域 業地域 除外 域

 

都市機能誘 域：居 誘 域 う 原則 都市再生整備

計 域 定 い 域 居 誘

域 除外 土砂災害特 警戒 域

抵触 部 当然 除外 大

 

他 用途地域 着色省略 
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以 居住誘 域 都市機能誘 域 面積 推計人口 次 あ  

   幡浜地  保内地  合計 

  単  都市機能 

誘 域 

居  

誘 域 

都市機能 

誘 域 

居  

誘 域 

都市機能 

誘 域 

居  

誘 域 

 

年人口 

 

(人  
,  ,  ,  ,  ,  ,  

 

年人口 

 

(人  
,  ,  ,  ,  ,  ,  

        
 

年高齢人口 

 

(人  
,  ,   ,  ,  ,  

 

年高齢人口 

 

(人  
,  ,   ,  ,  ,  

        
 

面積 

 

ha  
.  .  .  .  .  .  

参考 非可住地

除外後 

 

ha  .  .  .  .  .  .  

 

年人口密度 

 

人／ha  
.  .  .  .  .  .  

 

年人口密度 

 

人／ha  
.  .  .  .  .  .  

注 人口 町字別人口 の按分に 概算 2010 年町字別人口 国勢調査結果 2040 年推計人

口 社人研の手法に 推計した結果に 居住誘導区域人口に 都市機能誘導区域人口を

含  

 

う 現状 推移 場合 人口密度 減少 進行 次章以降 施策

実施 人口密度 維持 持 可能 コン テ 実現 いく必要 あ  
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６．誘導施策の検討 
 

６-  居住誘導区域内に居住を誘導す 施策 

居住誘 域 関 立地適 計 居住環境 向 共交通 確保そ 他 当該

居住誘 域 都市 居住者 居住 誘 市 村 講 施策 関 事項 記

載 い 法第 81 条第 「 項第 「 号  

そ 施策 い 市 村 所有 土地又 建築物 有効 活用

う い 同法同条第 1」 項  

 

1 国の支援を受けて八幡浜市が行う施策 

都市計 遀用指針 例示  

居住環境 向 居住者 利便 用 供 施設 整備 

共交通 確保 交通結節機能 強 向  

 

幡浜市 国 社会資本整備総合交付金 財政支援

施設整備や地域活性 取 組  

今後 幡浜市 居住誘 域 い 居住環境 向 共交通 利便性 向

以 施策 優先的 取 組  

 

●居住環境 向 利便施設整備 方針 対応  

県 推進 愛媛 自転車道 協調 自転車道整備 

幡浜市健康 く 計 方針 健康 く 支援 環境 く

ウ キン コ 整備 

地域 防災機能 高 ＰＲＥ 的不動産 活用 防災倉庫 整備 

● 共交通 維持 交通結節機能 強 利便性 向 方針 対応  

JR 幡浜駅前広場 ュ 機能強 利便性 快適性 向  

●居住環境 向  

空 家再生推進事業 活用 生活環境 整備 

主要道路 無電柱 推進 

 

2 八幡浜市が独自に講じる施策 

都市計 遀用指針 例示  

居住誘 域内 住宅 立地 対 支援措置 

基幹的 共交通網 サ ビ ベ 確保 施策 

居住誘 域外 災害 発生 そ あ 域 い 災害 わ や く

提示 等 当該 域 居住者 居住誘 域 誘 所要 措置 

 

●居住環境 維持 向 方針 対応  

自然 共 生活 快適 く 魚 新鮮 安心 自然
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恵 伝え 食彩博物館 く 安心 暮 快適 定住

環境 確保 地域コ ュニテ 活性 人口 維持  

 

●防災性 確保 方針 対応  

居住誘 域 外 域 う 土砂災害 危険性 高い地域 対 防災

津波 洪水 池 全戸配 定期的 再配 情報 更新 あ

対象地域 再配 行う 自治会 集 周知啓発 行う

居住誘 域 誘  

増え 空 家 所有者 対 適 管理 啓発 老朽 倒壊

そ あ 周 対 被害 及 危険性 高い空 家 対 除却

倒壊 被害 未然防 及 住環境 改善  

 

●生活中心 拠点 良好 居住環境 確保 方針 対応  

立地適 域 農業等 従事者 来 集落 居住 当然 あ 居

住誘 域内外 わ 良好 居住環境 確保 求 い 都市計 遀用指針

幡浜市 立地適 域 い 生活中心 拠点 生活サ ビ 機能 計 的

配置や 共交通 充実 通 共投資や 共 益施設 維持遀営 都市経営 効率
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６-２ 都市機能の誘導のための施策 

都市機能誘 域 関 都市機能誘 域内 都市機能 誘 財政

金融 税制 支援施策等 記載 都市計 遀用指針  

1 国等が直接行う施策 

都市計 遀用指針 例示  

誘 施設 対 税制 特例措置 

都市再生法 い 規定 い 民間都市開発推進機構 金融 支援措置 

 

誘 施設 対 税制 特例措置 成 「】 年度  

移転 誘 方針 対応  

●都市機能 誘 域 外 内 事業用資産 買換特例 年間  

→譲渡資産 譲渡益 80％ い 課税 繰 延 損金算入  

都市機能 誘 事業 進 事業協力者 方針 対応  

●誘 都市機能 整備 用 供 土地等 譲渡 場合 特例 

居住用資産 譲渡 整備 建築物 取得 場合 恒久措置  

→買換特例 100％繰延  

居住用資産 譲渡 特別 事情 整備 建築物 取得 い場合 所得税

医個人住民税) 軽減税率 恒久措置  

→【,000 以 部 所得税：1』％→10％ 個人住民税：』％→『％ 

長期保有 』 年超 土地等 譲渡 場合 軽減税率等 年間  

→ 個人 「,000 以 部 所得税：1』％→10％ 個人住民税：』％→『％ 

 法人 ％ 課 適用除外 

●都市再生推進法人 土地等 譲渡 場合 特例 

長期保有 』 年超 土地等 譲渡 場合 軽減税率等 年間  

→ 個人  「,000 以 部  所得税：1』％→10％ 個人住民税： ％→ ％ 

 法人  ％ 課適用除外 

当該法人 行う都市機能 整備等 土地等 譲渡 場合 譲渡所得等 特

別 除 恒久措置  

→1,』00 特別 除 

都市機能 誘 事業 進 事業者 方針 対応  

●都市機能 あわ 整備 共施設 都市利便施設 固定資産税等 課税標準

特例 

→』 年間 『/』 軽減 

 

2 国の支援を受けて八幡浜市が行う施策 

都市計 遀用指針 例示  

市 村 誘 施設 整備や歩行空間 整備 

民間事業者 誘 施設 整備 対 支援施策 
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国 社会資本整備総合交付金 財政支援 活用 今後 幡浜市 都市機能誘

域 い 誘 施設 整備 誘 並 そ 有効活用 地域活性 居住誘 域

人口密度 維持 以 施策 優先的 取 組  

 

● 幡浜市 誘 施設 整備 方針 対応  

幡浜中心地  

健康 く 気楽 実践 環境 く 推進 健康 く 支援 環境 く

基本方針 民間活力 利用 浜温浴施設建設事業 市民 ンタ 機

能向 事業 相乗効果 市民 健康増進  

市民会館敷地 博物館相当 文 財展示及 先人 偉業 顕 新 教育文 施設

整備 

建造物 価値 高い 書館 移築 保存 中心部 ン

新設 教育文 施設 一体整備  

ＪＲ 幡浜駅前広場 来訪者 回逿性 情報板 設置  

保内地  

統合保育所 児童 ンタ 併 複合福祉施設及 子育 支援機能 整備 

無料駐車場 整備 

交流拠点施設及 広場 整備 

地 内 新 情報案内板 設置 

 

3 八幡浜市が独自に講じる施策 

都市計 遀用指針 例示  

民間事業者 対 誘 施設 遀営費用 支援施策 

共施設 再 や 有地 誘 施設整備 活用 市 村 保有 不動産 的不動

産 有効活用施策 

 

●市民 く 活動 支援 方針 対応  

ンテ 幡浜 来訪者 対 中心市街地 あ 並散策

活動 支援 

子供 高齢者 参加 清掃作業や花植え事業 支援 

健康 く 活動 関 機関 構成 幡浜市健康 く 推進協議会 支援 

●民間事業者 対 誘 施設 遀営費用 支援施策 方針 対応  

浜 整備 民間活力 利用 温浴施設 対 税 減免措置 幡浜中心

地  

●市有不動産 的不動産 有効活用施策 方針 対応  

共施設 ネ メン 方針 則 既存施設 サ コ １（（ 最適

都市 集約 資 施設 活用 いく  

安全安心 く 基礎調査 的不動産 人口動態 経済活動等 現況調

査及 将来予測 
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都市構造 課題 

人口動向と見通し  

○高度成長期以降、総人口 減少し、少子化 高齢化

顕著 2040 年高齢化率 50%の見込  

○中心市街地の人口減少と高齢化 顕著 、市街地外

縁部 人口 微増 ますます 密度化す 傾向  

○第 次産業従業者の減少 大  

○都市中心 副中心地区 、著しい人口密度の 下

見込ま  

○都市中心地区 副中心地区 高齢化率 高ま  

→総人口及び高齢人口の減少に伴い、 療、福祉、商

業、 共交通等の各種生活機能 市場性の 下に

成立し く 、市民生活を支え 機能 下す

懸念 高ま  

土地利用  

○昭和 51 年 成 21 年に け 、建物用地 大 

→道路の維持管理、供給処理経費 非効率に増大 空

地空 家の増大に伴う防災 、防犯 の危険性の

増大の懸念  

地価の動向と税収の見通し  

○下落傾向 続中 

→固定資産税収減少に 市財政への影響懸念 

財政の動向  

○市の財政規模 年に 変動 民生費 漸増傾向  

→一人当た の行政コスト 増大  

都市構造評価指標の全国 均との比較  

○人口分 散漫のため、 療、福祉、商業等の生活サ

ビス産業の衰退、関連産業の衰退や 用機会の減

少、更 消費活動の 下といった悪循環 、地域

活力衰退の懸念  

都市 抱え 課題 分析及び解決す 課題 

) 共交通の利便性、持続可能性 

ス路線沿線地域の人口の減少 顕著  

) 生活サ ビス施設の利便性、持続可能性 

中心市街地 大規模小売店舗へ購買力の移転 床

効率 下  

) 高齢者の福祉、健康 

介護の充実 高齢者 地域福祉の充実 高齢

者等の社会参加促進 に関す 事業の適正 立地

の実現 必要  

) 災害等に対す 安全性 

都市中心周辺ほ すべ の地域 浸水想定区域  

土砂災害警戒区域 、人口減少傾向、高齢者人口

増加  

津波浸水想定を踏まえた対応 必要  

)財政の健全性 

計 的に 共的施設の適正配置に努め、 共施設の

再配置や 的不動産を活用した民間機能の誘導と

の整合 必要  

特 着目す 都市構造 課題 

都市 用途地域内にコンパクトに収まっ い

のの、特に顕著 人口の急激 減少と高齢

化、 密度化への歯 め 

中心市街地の床効率の 下に対応した、生活サ

ビス施設の利便性、持続性確保 

高齢化率の高ま に対応し、福祉施設の充実と

アクセス性の確保を通 た高齢者の健康の維持 

誘 方針 

方針  

都市中心及び副中心におけ 拠点的施設の整備推進 

既存ストックの有効利用や 共サ ビスの集約を図 施

設 

土地のポテンシャルにあった効率的 持続性のあ 生活

サ ビス施設 福祉施設 

特に高齢者の健康増進に 献す うに歩い 行け 範

高齢者の 歩圏：500ｍとす の施設 

方針２ 

拠点的施設への市域内外 のアクセス利便性確保 

高齢者 健康の維持のために自動車に依存せ に歩い

行け 環境を確保 

広域的 共交通の利便性及び地域交通ネットワ クの

充実 

方針  

住宅立地 、都市中心 副中心周辺の一定の範 に誘導 

方針  

他方、 散型開発 け抑制 

誘 施策 検討 

●居住誘導区域内に居住を誘導す 施策 

●国支援 利便施設整備 

自転車道整備 

ウォ キン コ スの整備 

防災倉庫の整備 

●国支援 交通結節機能の強化 

JR 八幡浜駅前広場の フ ッシュ 

●国支援 居住環境 維持 向  

自然 生活 快適 く 食彩博物館

く  

→安心 暮 快適 定住環境 確保 地域コ ュ

ニテ 活性  

→人口 維持 

●市独自 防災性 確保 

防災 津波 洪水 池 全戸配

 

自治会 集 周知啓発 

●市独自 生活中心 拠点 良好 居住環境 確保 

農業等 従事者 来 集落 居住

当然 あ 生活中心 拠点 生活サ

ビ 機能 計 的配置や 共交通 充実 

●都市機能の誘導のための施策 

誘導施設に対す 税制 の特例措置 国直接  

移転を誘導す ため  

●都市機能誘導区域の外 内への事業用資産の買

換特例 

都市機能を誘導す 事業の促進 事業協力者  

●都市機能整備用地等を譲渡した場合の特例 

居住用資産譲渡し、建築物取得→買換特例 100％

繰延  

居住用資産譲渡し、建築物を取得し い→軽減税率  

長期保有地等譲渡の軽減税率等 

●都市再生推進法人に土地等を譲渡した場合の特例 

長期保有地等譲渡の軽減税率等 

都市機能整備用地譲渡の譲渡所得等の 1,500 万 特

別 除 

都市機能を誘導す 事業の促進 事業者  

● 共施設、都市利便施設への固定資産税等の課税標

準の特例 

八幡浜市 行う施策 国支援  

●八幡浜市に 誘導施設の整備 

八幡浜中心地区  

浜温浴施設建設事業と市民スポ センタ 機能

向 事業 

→相乗効果に 、市民の健康増進を図  

市民会館敷地の新た 教育文化施設を整備 

旧図書館の移築 保存、新設教育文化施設との一体

整備 

ＪＲ八幡浜駅前広場の情報板設置  

保内地区  

複合児童福祉施設及び子育 支援機能の整備 

無料駐車場の整備 

交流拠点施設及び広場の整備 

地区内に新た 情報案内板を設置 

誘 域 誘 施設 設定 

●居住誘導区域の設定 

→す にコンパクト 用途地域のうち次の条件

を満たす地域 

災害の危険の高い区域 いこと 

 法 等に 除外す 区域 

  ２ 個別に 断す 場合の基準 

人口減少の著しい区域 いこと 

現に住居 立地し い い工業用地 いこ

と 

八幡浜市景観計 におけ 海 山景観保全地

域 いこと 等 

●都市機能誘導区域お び誘導施設の

設定 

1 都市機能誘導区域の設定 

 市域内外 共交通を利用し アクセス

しやすい位置に誘導を図 観点 区域を

設定す →都市再生整備計 区域 該当 

2 誘導施設の設定 

○ 療施設 

病院 20 人以 の入院施設を有す の  

○社会福祉施設 

保健福祉センタ  

地域包括支援センタ  

サ ビス付 高齢者向け住宅 

保育所 

○教育施設 

幼稚園 

認定こ 園 

児童センタ 子育 支援施設  

○文化施設 

博物館 、美術館 

図書館 

スポ センタ  

立文化施設 市民会館等  

○商業施設 

大規模小売店舗 敷地面積 1,500 ㎡以  

健康増進施設 

○その他 

地域交流センタ  

観光交流センタ  

ち く 方針 

立地適正化計 とし の まちの将来像  

 歩い 暮 せ まち く に 、人口密度を維

持した持続可能 コンパクトシテ の実現 

まち く の方針  

●市民の参加に 計 の策定 管理 運用 

→市町村都市再生協議会におけ 議論や、市民意見の尊重 

●自然の営 と都市の活性化の両立 

→土地のポテンシャルの尊重に 効率的土地利用 

→ 情報 の のポテンシャルを直視す こと

含  

●市民と行政の協働に 効率的 まち く  

→歩い 行け 範 への都市機能の適正配置 

●広域調整に 役割分担と協調 

→八西地域全体 調整した機能分担 
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６-  共交通のあ 方に い  

交通 い 従来 交通拠点 都市拠点 交流拠点 有機的 結 各拠点間 回逿

性 高 地 全体 魅力度 向 幡浜 再生 最

要課題 あ 認識 歩い 暮 コン テ 推進

設定 居住誘 域及 都市機能誘 域 踏 え 居住誘 域内外 居住 人々

都市機能 自動車 依存 い交通 確保 要 あ 幡浜

市 以 考え方 交通事業者 働 取組 進  

 

立地適 計 都市機能誘 域 居住誘 域 設定 趣 踏 え  

居住誘 域内 い 都市機能誘 域 貫く基幹的 共交通軸 形成 

居住誘 域 都市機能誘 域内 都市機能  

都市機能誘 域内 共交通軸 都市機能  

い 機能 確保 必要 都市計 域 立地適 計 域 外 い

生活中心 位置 い 幡浜市 そ 都市機能誘 域 結ぶ 支線 いう

共交通 含 共交通 確保等 施策 充実 検討  

理想的 特 基幹路線 位置 路線 市民 ン 考え そ 市内

間 市民 利用 場合 市 補 無料 幡浜市 強力 支援策

講 あ 立地適 計 効果 発揮 有効 考え  

現実的 財政 制約 考慮 必要 あ 民間事業者 活力 引

出 や 損補填 措置 講 望 く い そ 既存 民

間 維持 必要 あ 都市機能施設 性向 必要

サ ビ 向 策 加え いく 必要  

具体的 以 路線 確保 維持 基本 鉄道 航路 乗 利便性確

保や 利用 市民活動 利便性向 路線 再 加え 高齢者優待

支援措置 タ ン 待 環境 改善 そ 含 利用 進 関

周知 広報 行う 検討  
 

●都市機能誘 域 連携 居住誘 域 軸 基幹路線 

伊予鉄南予 幡浜駅～ 幡浜港～市立病院～喜木～川之石間 

宇和島 幡浜市内線 川之内～千丈駅～ 幡浜駅～ 幡浜港～市立病院～ 長  

●居住誘 域内外 都市機能誘 域 連絡 路線 

  ○都市中心 生活中心 連絡 準幹線 

  宇和島 幡浜～穴井間 岸回  

 ○都市中心 そ 他 地域 連絡  

 幡浜～ 瓶 周木 泊間 山手回 市内 間 限  
 

路線や遀行計 変更等 地域 共交通 再 場合 地域 共交通再 実施計

作成 地域 共交通 活性 及 再生 関 法 枠組 利用 有

効 あ そ 同法 規定 地域 共交通網形成計 策定 必要

そ 計 策定 当 居住誘 域及 都市機能誘 域 設定 立地適

計 内容 共交通 充実 整合 定 必要 あ  
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図 ６-1 地域交通ネットワ クの構成 

 

 

 

 

至 別府 臼杵 

        基幹路線 

       準幹線 

   立地適正化区域 

   ＝都市計 区域  

   用途地域 

   鉄道 

  ス路線 

 航路 
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．目標値の設定 
立地適 計 策定 場合 年毎 計 記載 施策 事業 実施状況

い 調査 析及 評価 望 く そ 立地適 計 策定 当

あ 計 必要性や妥当性 市民等 関 者 客観的 定 的 提示 観点

計 遂行 実現 う 目標値 設定 い 目標値

生活利便性 健康福祉 行政遀営等 観点 設定 あ 居住誘 域内 人口密

度等 例示 い 都市計 遀用指針  

立地適 計 目的 急速 人口減少 見込 い 中 コン く

そ 連携 共交通 ネ ワ 形成 療 福祉 子育 支援

商業等 生活サ ビ え 人口密度 維持 あ そ 通 高齢者や女性

社会参 や いウ ネ テ 政策や 新 生 出 ベ ョン 相乗

的 実現 地域活性 財政面 持 可能性 向 い 持 可能 都市経営

う あ そ 実現 第 歩 緩や コン 手法 人々

居住 一定 域 誘 要 あ 居住誘 域 人口密度

定 的 把握 効果 評価 必要 応 計 見直 講 要 あ  

一方 幡浜市 創生総合戦略 第 章 示 人口ビ ョン 社

人研 推計値 あ タ ン 対 市民生活や社会経済 響 回避 高齢

者や女性 社会進出 進や生産性 向 等 通 活力あ く 実現 期待

ュ ョン 採択 い  

ュ ョン ベ 人口維持 幡浜市立地適 計 く

創生総合戦略 掲 様々 施策 実現 そ 効果 発現 前提

そ 立地適 計 域や居住誘 域内 行わ 限 い そ

施策 人口 定着 地域 居住誘 域 誘 本計 連携 タ ン

対 ュ ョン 差 成 い 居住誘 域 い 発生

望 そ 「0「0 年以降 年毎 差 い 居住誘 域 人口 加え

場合 居住誘導区域の人口を指標 定量的目標値 今後計 遉成状況 評価 い

く い  

 

 年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

タ ン  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  

シ ュ ション３ ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  

差分       ,  ,  ,  ,  ,  

 

 年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

年 

(H ) 

居 誘 域

人口 社人研

タ 伸び率適用  

,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  

差分 増分       ,  ,  ,  ,  ,  

目標値 － ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  ,  
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図 -1 八幡浜市人口ビ ョン 八幡浜市まち と しごと創生総合戦略  

 

 

各年の増分 居住誘導区域内 発生す こ

とを目標とす  
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８．施策の達成状況に関す 評価方法の検討 
立地適 計 い 年毎 計 記載 施策 事業 実施状況

い 調査 析及 評価 行い 計 進捗状況や妥当性等 精査 検討 そ 結果

や市都市計 審議会 意見 踏 え 施策 充実 強 等 い 検討 行う

必要 応 適 立地適 計 や関連 都市計 見直 等 行う 望 い

い 遀用方針  

幡浜市 い ７．目標値 設定 設定 居住誘 域 人口目標値 遉成状況

い 年毎 国勢調査結果 表 機会 評価等 実施 幡浜市都市計

審議会 評価結果 報告 意見聴取 行う  

現況値 整理 各種都市構造評価指標 い 次 う 目標値 設定

人口目標値 同様 年毎 評価 実施 そ 結果 応 都市機能誘 域内 誘 施設

維持 確保 施策 居住誘 域 人口密度 維持 施策 居住誘 域内外 都市

機能誘 域 共交通 充実策等 い 既存施策 更新や新規施策

入 検討 いく  

 

表 ８-1 都市構造評価指標と目標値 
備考

均値 均値 指標向 た 望 しい施策

日常生活サ ビス 歩圏充足率 ＋ ％
以 全 サ ビス 交通を 歩圏 享受
地域 居 促進

生活サ ビス施設 歩圏人口カバ 率 療 ＋ ％ 療施設 サ ビス圏内 居 促進

生活サ ビス施設 歩圏人口カバ 率 福祉 ＋ ％ 福祉施設 サ ビス圏内 居 促進

生活サ ビス施設 歩圏人口カバ 率 商業 ＋ ％ 商業施設 サ ビス圏内 居 促進

基幹的 共交通路線 歩圏人口カバ 率 ＋ ％ 駅 路線バス バス停 歩圏 居 促進

生活サ ビス施設 利用圏 均人口密度 療 ＋ 人 ha 人口密度 高い地域 療施設 立地促進

生活サ ビス施設 利用圏 均人口密度 福祉 ＋ 人 ha 人口密度 高い地域 福祉施設 立地促進

生活サ ビス施設 利用圏 均人口密度 商業 ＋ 人 ha 人口密度 高い地域 商業施設 立地促進

共交通沿線地域 人口密度 ＋ 人 ha 人口密度 高い地域 共交通サ ビス実施

高齢者 歩圏 療機関 い 宅 割合 － ％ 維持
ｍ以内 療機関 あ 地域 宅立地 居

促進

高齢者福祉施設 ㎞圏域高齢人口カバ 率 ＋ ％ 維持
地域包括 アシステ 日常生活圏域内 高

齢者 居 を促進

保育所 歩圏 ～５歳人口カバ 率 ＋ ％ 子育 世帯 保育所 ｍ圏 居 促進

歩道整備率 ＋ ％ 維持 歩道や歩行者専用道路等 歩行環境 整備 充実

独自指標 整備後 ウ ン コ ス等 歩行量 ＋ 人 向
ウ ン コ ス 整備 都市中心 副中心 居
環境 向 共交通利便性 向

高齢者 歩圏 園 い 宅 割合 － ％
居 誘 域内 園整備 そ ｍ圏内
宅立地促進

市民一万人あた 交通事故死亡者数 － 人 . . . . 交通死亡事故 削減

最寄 緊急避 場所 均距 － m 維持 緊急避 場所 設置 そ 近傍 居 促進

市街地荒廃化
抑制

空 家率 － ％ 空 家 再活用 た 除却

業者一人当た 第 次産業売 高 ＋ 百万 . . 維持 第 次産業 生産性 向

都市全域 売商業床面積あた 売 高
売商業床効率

＋ 万 ㎡ . 売売 高 床効率 向

市民一人当た 歳出額 － 千
共施設配置 収集等サ ビス範囲 適正化等

行政経費 削減

財政力指数 ＋ － . . . . 税収 確保 た 財政支出 削減

安定的 税収
確保 市民一人当た 税収額 個人市民税 固定資産税 ＋ 千 . . 税収 確保

エ

ネ

ル

ギ
ー酸

素

運輸部門 省
ネ 炭素

化
市民一人当た 自動車ＣＯ₂排出量 －

ｔ C
維持

都市機能配置 適正化及び 共交通利用 進
自動車交通量 削減

 注： 評価 方法 欄 大 い方 望 しい指標を ＋ い方 望 しい指標を － 表し い 地方都市圏 均値 得 い い指標 地方都市圏欄 全国 均値 比率を表示し い

均値 比率 欄 評価 方法 ＋－ い 均 優劣を緑 優 ～赤 劣 色 け 示し い

地
域
経

済
サ ビス産業

活性化

行
政
運
営

都市経営 効
率化

健
康

福
祉

都市生活 利
便性向

歩 やすい環
境 形成

安
全

安

心

市街地 安全
性 確保

幡浜市

値
目標値

生
活
利
便
性

居 機能 適
誘

都市機能 適
正配置

評価指標
全国

地方都市圏

万人以評価
方向

 
目標値 地方都市圏 万人以 均値 得 い 指標 そ 値 い場合 全国 均値 し す 回っ

い 場合 数値 維持 今後計測し いく独自指標 経 的 向 す を目標 設定した  
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